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要 約 

 

① 国の概要 

パラオ共和国（以下、「パ」国という）は、我が国の南方約 3,000km に位置し、国土面積は 488km2、

人口 20,500 人（2010 年アジア開発銀行統計）、南北約 640km にわたり点在する約 340 の島から構

成される島嶼国である。同国を構成する多数の島の内、人が居住するものは 9 島のみであり、人

口の約 7 割は旧首都であるコロールに集中している。最も大きい島はバベルダオブ島であり、国

土面積の約 7 割を占める。 

「パ」国の経済は 2009 年まで 15 年間続いた米国とのコンパクトに基づく無償援助に大きく依

存しており、同援助により公共部門を拡大した結果、「パ」国の就業人口の過半数が公務員となっ

ている。2010 年以降も、コンパクトの延長に向けた交渉が続けられている。産業面では、日本、

米国及び台湾からの無償援助に依存する建設業、食料品・消費財の輸入に立脚する商業及び海洋

資源を活用した観光産業が主要産業となっており、また、それぞれの産業では外国人労働力への

依存度が高い。「パ」国の国民一人当たり国民総所得は、8,940 米ドル（2009 年世界銀行）である。 
 

② プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「パ」国の首都圏（コロール島及びバベルダオブ島）では、年率 2%台の安定した人口増加、国

民一人当たり電力消費量の増加、観光産業の発展等により、1997～2005 年の 9 年間で電力需要（ピ

ーク負荷）は平均 7.3%/年の増加を記録したが､首都圏の電力供給設備は、老朽化と維持管理不足

により安定した電力供給を行うことが困難であり、2006 年 8 月には設備事故のため 1 ヵ月半に亘

り 1 日 8 時間の計画停電が実施された。上述のような電力供給の危機的状況を回避し、首都圏へ

の電力供給の安定化を図るため、「パ」国はコロール・バベルダオブ系統を対象とした電力供給マ

スタープランの策定を我が国に要請、2007 年 12 月から 2008 年 7 月にかけて JICA による「電力

供給改善マスタープラン調査」が実施され、2025 年までの長期電力開発計画の策定、並びに優先

プロジェクトに係るプレ F/S レベルの検討が行われた。 

「パ」国では、上記のマスタープランを基にした電力開発を目指していたが、マスタープラン

後の世界的な原油価格の高騰、リーマンショックに端を発した世界的な景気後退の影響を受けて

「パ」国の電力需要は伸び悩み、計画通りの開発が進められていない。一方で、既存のディーゼ

ル発電設備の老朽化による出力の低下、事故による損傷のため、2008 年時点で 12～13MW の最大

電力に対し発電可能出力は 15.57MW であり、供給予備力が十分に確保できない状況であった。「パ」

国の主要産業である観光関連産業が、近年の観光客数の増加により活況を呈し、今後確実に電力

需要が増加すると見込まれる中、首都圏の電力事情の改善は急務となっていた。上記を踏まえて

「パ」国は、マスタープランの優先プロジェクトとして策定された「アイメリーク発電所におけ

る総出力 10MW のディーゼル発電機の増設」に対する、我が国の無償資金協力を要請した。同要

請を受けて JICA は、2010 年 10 月に予備調査を実施し、同要請内容の妥当性が確認されたことか

ら、無償資金協力事業の実施に係る協力準備調査が実施されることとなった。 

 

③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

この要請に対し、JICA は協力準備調査団を 2011 年 10 月 19 日～11 月 15 日（第 1 次現地調査）、

及び 2011 年 12 月 21 日～12 月 28 日（追加現地調査）に「パ」国に派遣し、「パ」国関係者（主
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管官庁：公共基盤・産業・商業省（MPIIC）、実施機関：パラオ電力公社（PPUC））と要請内容の

再確認、実施内容の協議を行うとともに、プロジェクトサイト調査及び関連資料の収集を実施し

た。 

帰国後、調査団は現地調査資料に基づき、プロジェクトの必要性、社会・経済効果、妥当性に

ついて検討し、その結果を協力準備調査報告書（案）に取りまとめた。JICA は 2012 年 3 月 23 日

から 4 月 2 日まで第 2 次現地調査（概要説明）調査団を「パ」国に派遣し、協力準備調査報告書

（案）の説明及び協議を行い、「パ」国関係者との間で基本合意を得た。 

調査の結果策定した協力対象事業は、出力 5MW のディーゼル発電機 2 台の調達・据付、並び

に発電建屋の建設を行うものである。下表に基本計画の概要を示す。 

 

基本計画の概要 
計 画 内 容 台数 

機 

材 

調 

達 

・ 

据 

付 

1. ディーゼルエンジン発電機 
1.1 ディーゼルエンジン 
1.2 交流発電機 
1.3 共通台板 

2. ディーゼル発電機補機（機械関係） 
2.1 燃料供給設備 
2.2 潤滑油設備 
2.3 冷却水設備 
2.4 圧縮空気設備 
2.5 吸排気設備 
2.6 廃油処理設備 
2.7 電線材および配管 

3. ディーゼル発電機補機（電気関係） 
4. 13.8 kV 高圧電気設備 

 
2 基 
2 基 
2 基 

 
1 式 
1 式 
1 式 
1 式 
1 式 
1 式 
1 式 
1 式 
1 式 

調 

達 

1. 発電用保守道工具 
2. 交換部品 
3. 緊急予備品  

1 式 
1 式 
1 式 

建 

設 

1. ディーゼル発電設備建屋（延床面積：約 1,169 m2） 
2. 13.8 kV高圧配電設備建屋（延床面積：約 90 m2） 

1 式 
1 式 

 

④ プロジェクトの工期及び概略事業費 

（日本側の概略事業費は、施工・調達業者契約の認証まで非公開） 

本プロジェクトを我が国の無償資金協力で実施する場合、「パ」国側負担経費は約 0.48 億円と

見積もられる。「パ」国側が負担する主な事項は、既設発電建屋の一部撤去（約 0.45 億円）、フェ

ンス・門扉の設置（約 0.02 億円）である。本プロジェクトの工期は実施設計を含め、約 24 ヶ月

である。 

 

⑤ プロジェクトの評価 

【妥当性】 

以下に示す通り、本プロジェクトは「パ」国の開発計画やエネルギー政策の実現に資するとと
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もに、一般国民に裨益するものであることから、協力対象事業の妥当性は高いと判断される。 

(1) 裨益人口 

本プロジェクトの実施により、「パ」首都圏の住民約 18,500 人に対し、安定した品質の良い電

力が供給される。本プロジェクト対象地域の電力需要家数は､一般家庭が約 4,540 軒、商業施設が

約 900 軒、政府・公共施設が約 580 軒、合計約 6,020 軒である。 

 

(2) 緊急性 

「パ」国では、発電設備のトラブルに起因する事故停電や計画停電が度々発生しており､住民の

生活環境の悪化、公共サービスの低下、観光産業への打撃、といった問題を引き起こしており、

本計画の実施により緊急的に改善することが求められている。 

 

(3) 公共福祉施設の安定した運営への貢献 

「パ」国で度々発生する停電は、上下水道施設の安定した運営を阻害しており、大規模停電が

発生するたびに浄水場に非常用発電機を配置するなど、緊急対策を余儀なくされている。 

本プロジェクトの実施により供給予備力が確保されることで、公共福祉施設の停電が防止され、

これらの施設の安定した運営に貢献する。 

 

(4) 運営・維持管理能力 

PPUC は、ディーゼル油焚き中速ディーゼル発電機の運転・維持管理を日常的に実施しており、

同種設備の運転・維持管理については十分な経験を有している。このため、本プロジェクトで調

達、据付が行われる発電設備は、実施機関である PPUC の保有する技術力で十分に運用･維持管理

が可能であり、本プロジェクトの実施上、特段の問題はない。 

 

(5) 「パ」国の開発計画に資するプロジェクト 

「パ」国の中期開発戦略（MTDS、策定中）では、インフラセクターの重点方針として、電力

セクターに関しては「PPUC の収益と発電、送電、配電容量を十分に確保すること」が挙げられ

ている。 

2009 年 10 月に制定された「戦略的エネルギーセクターアクションプラン（ESSAP：Energy Sector 

Strategic Action Plan）」においては、PPUC の老朽化したベースロード発電機の更新が優先プロジ

ェクトとして挙げられており、5MW×4 台の発電機を新設することが提言されている。 

本プロジェクトは、「パ」国首都圏における発電能力を強化し、もって電力供給の安定化、電力

品質の改善を図るものであることから、上述した「パ」国政府の開発計画やエネルギー政策の実

現に資するものである。 

 

(6) 環境社会面への影響 

「パ」国の環境関連法並びに JICA 環境社会配慮ガイドラインに基づき検討を行った。その結果、

大気汚染並びに騒音・振動については軽微な影響が及ぶものの、「パ」国並びに国際的な基準値を

下回るものであり、且つ、現況を改善できるものであると評価された。また、その他の項目につ

いても、対策を講じることにより、影響の回避並びに低減は可能であると考えられる。 

以上のことから本プロジェクトは、環境社会面において特段の影響を与えるものではない。 
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(7) 我が国の無償資金協力のスキーム 

本プロジェクトは、主要な機材の調達国が日本であること、E/N 期限内にプロジェクトが終了

すること、といった無償資金協力スキームの枠内で無理のない事業内容と工程計画を策定してお

り、特段の困難なく実施可能である。 

 

【有効性】 

（1）定量的効果 

指標名 基準値（2011 年） 目標値（2015 年） 

電力供給制限日数 

（発電設備のトラブルに起因するもの） 

42 日/年 0 日/年 

供給予備力 0MW 10.54MW 

 

（2）定性的効果 

① 安定した電力供給が行われることで、経済発展、産業の振興に寄与する。 

② 停電が削減されることにより、住民の生活レベルの向上が期待される。 

③ メンテナンスのための発電設備の停止が可能となることにより、発電設備の効果的・効

率的な運用が促進される。 
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パラオ国 新アイメリーク発電所 完成予想図 

 



対象サイトの現状（1） 

  
既設アイメリーク発電所 

既設アイメリーク発電所の発電建屋。建屋のシャッタ

ー開口部から右側の部分を撤去し、本プロジェクトで

調達される発電機を設置する。 
 

既設アイメリーク変電所 

既設アイメリーク変電所では、13.8kV で発電された電

気を 34.5kV に昇圧し、送電する。既設変電所の変圧器

容量は 20MVA であり、本プロジェクトの発電設備を

接続しても十分な設備容量を有している。 

  
既設アイメリーク発電所の発電機（火災前） 

火災発生前の既設アイメリーク発電所のディーゼル発

電機。運転開始から 26 年が経過し、定格発電容量が

3.27MW であるのに対し、2MW 程度まで発電可能容量が

低下していた。 

既設アイメリーク発電所の発電機（火災後） 

2011 年 11 月 5 日に発生した火災により、大きな被害

を受けた 5 号発電機。ディーゼルエンジン、発電機、

補機、ケーブル類ともに損傷が著しく、修復の目途は

立っていない。 

  
燃料貯蔵タンク 

既設アイメリーク発電所の燃料貯蔵タンク。容量 74万

ガロン（2,800m3）のタンクが 8基設置されており、本

プロジェクトの発電設備が運転を行う上で十分な容量

を有している。 

既設アイメリーク発電所の荷揚げ場 

本プロジェクトでは、ディーゼルエンジン、発電機等

の重量物は、コロール島のマラカル港でバージ船に積

替え、海上輸送により既設アイメリーク発電所の荷揚

げ場まで運ばれる。 

 

 

 



対象サイトの現状（2） 

  
マラカル発電所 

コロール州に位置するマラカル発電所は、アイメリー

ク発電所と並ぶ PPUCの主力発電所である。火災の発生

により既設アイメリーク発電所は運転を停止したた

め、マラカル発電所の負荷が大きくなっている。また

現状では供給予備力が十分でないため、発電機を停止

してオーバーホールを行うことが困難である。 

マラカル発電所 12号機 

前回協力により調達・据付が行われた 12号発電機。主

力の常用発電機として運転されているが、供給予備力

が十分でないため定期的なオーバーホールを行うこと

が困難であり、過去にクランクピン軸受が焼損すると

いう大事故が発生した。その影響で、出力を 70％に制

限して運転を行っている。 

  
マラカル発電所 1 号機 

2011 年に発生したクランクシャフトの焼損事故によ

り、運転不能となった 1 号機。PPUC は新品のクラン

クシャフトを購入し、同発電機を修理する方針である。 

マラカル発電所 14、15 号機 

PPUC がパラオ国開発銀行からのローンにより、中古
で調達した 14、15 号機。2011 年 8 月に運転を開始し
たが、9 月に両発電機の潤滑油ポンプ損傷事故が発生、
12 月に修理が完了するまで約 3 ケ月間停止した。その
後、出力を 70％以下に抑制して運転を行っている。 

  
自家用発電設備 

ホテルに設置された自家用発電設備。2011 年 11 月～

12 月の計画停電時には毎日運転されたが、電気式給湯

器の消費電力を賄うには発電容量が足りず、自家発運

転時には給湯器を停止せざるを得ない。他のホテルで

は、自家発運転時にはエアコンを停止せざるを得ない。 

太陽熱温水器 

2011 年 11 月～12 月に実施された計画停電以降、電力

需要家の間で省エネ意識が浸透し、太陽熱温水器を取

り付けるホテルや家庭が増えている。写真はホテルの

屋根に取付けられた太陽熱温水器。停電時にも給湯が

行えるとともに、電気代の節約にも貢献する。 



対象サイトの現状（3） 

  

コロールの町中の様子（昼間） 

パラオ国の経済の中心地である、コロールの町中の様

子。大手スーパーマーケット、ションピングセンター、

ホテル、レストラン等が立ち並ぶコロールの中心部で

ある。年間を通して、観光客で賑わうエリアである。 

コロールの町中の様子（夜間） 

左写真の場所の夜間の様子。ショッピングセンターや

スーパーマーケットは夜 9～10 時頃まで営業してお

り、客足が絶えない。比較的治安のよいパラオでは、

食事やショッピングのために、夜も観光客が往来して

いる。 

  
コロール中心部のホテル 

コロール中心部の中規模のホテル。屋根には太陽熱温

水器を設置し、電力消費量の削減に努めるとともに、

停電時にも温水を供給できるよう配慮している。同ホ

テルでは、自家発電設備を有するが、容量が小さいた

め、停電時にはエアコンを使用することができない。 

首都メレケオクの非常用発電設備 

首都メレケオクの政府庁舎に設置された、非常用発電
機。出力 2,150kW の高速ディーゼル発電機であるが、
2011年 11月～12月の計画停電時には連続で運転され、
主にバベルダオブ島への電力供給に活用された。 

  
既設アイメリーク発電所周辺の民家 

既設アイメリーク発電所周辺の民家の様子。既設の発

電設備は、ディーゼルエンジンの劣化のため燃焼状態

が悪化し、煤や臭いが発生していたことから、発電所

周辺の住民は新しい発電機に更新されることを希望し

ている。 

太陽光発電設備（国際空港） 

我が国の無償資金協力により調達・据付された太陽光

発電設備。発電容量は 226.8kWp であり、パラオ国で

最大規模の太陽光発電設備である。パラオでは 2020
年までに電力供給の 20％を再生可能エネルギー起源

とする目標を設定、太陽光発電をはじめとする再生可

能エネルギーの導入を進めている。 
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第１章  プロジェクトの背景・経緯 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

パラオ共和国（以下、「パ」国という）の政治・経済活動は、首都メレケオクの存在するバベル

ダオブ島及びコロール島に集中しており､両島には全人口の約 93%（2005 年国勢調査）が居住して

いる。両島では、年率 2%台の安定した人口増加、国民一人当たり電力消費量の増加、観光産業の発

展等により、1997～2005 年の 9 年間で電力需要（ピーク負荷）は平均 7.3%/年の増加を記録したが､

コロール・バベルダオブ電力系統の電力供給設備は、老朽化と維持管理不足により安定した電力供

給を行うことが困難であり、2006 年 8 月には設備事故のため 1 ヵ月半に亘り 1 日 8 時間の計画停電

が実施された。 

上述のような電力供給の危機的状況を回避し、首都圏への電力供給の安定化を図るため、「パ」

国はコロール・バベルダオブ系統を対象とした電力供給マスタープランの策定を我が国に要請、2007

年 12 月から 2008 年 7 月にかけて JICA による「電力供給改善マスタープラン調査」が実施され、2025

年までの長期電力開発計画の策定、並びに優先プロジェクトに係るプレ F/S レベルの検討が行われ

た。 

「パ」国では、上記のマスタープランを基にした電力開発を目指し、自助努力による中古発電機

（5MW×2 台）の導入が行われたものの、マスタープラン後の社会・経済環境の変化や資金不足等

により、計画通りの開発が進められていない。それに加え、既存のディーゼル発電設備の老朽化に

よる出力の低下、事故による損傷のため、2011 年度1の最大電力 12.57MW に対し、2011 年度末の発

電可能出力は 12.5MW であり、十分な供給力が確保できていない。 

表 1-1-1.1 PPUCの発電設備の現況（コロール及びバベルダオブ地域） 

発電所 ユニット名 定格出力 現有出力 運転可否 現在の状況 

アイメリーク 

Pielstick-2 3.27 MW (2.0 MW) 不可 火災の影響で停止中、電気設備、補機が破損。 
Pielstick-3 3.27 MW (2.0 MW) 不可 火災によりディーゼルエンジンが破損 
Pielstick-4 3.27 MW (2.0 MW) 不可 火災の影響で停止中、電気設備、補機が破損。 
Pielstick-5 3.27 MW (2.0 MW) 不可 火災によりディーゼルエンジン、発電機が破損 
Caterpillar-1 2.00 MW 2.00 MW 可 ｢パ｣国自己資金で調達､2012 年 1 月 24 日に運転開始 
Sub-Total 15.08 MW 2.00 MW   

マラカル 

Wartsila-1 2.00 MW (1.0 MW) 不可 クランクシャフト焼損により停止中。修理予定。 
Wartsila-2 2.00 MW － 不可 クランクシャフト焼損により修理不能、廃止予定。 
Wartsila-3 2.00 MW － 不可 同上 
Mitsubishi-12 3.40 MW 2.38 MW 可 クランク軸焼損事故の影響で出力を抑制 
Mitsubishi-13 3.40 MW 2.72 MW 可 同上 
Caterpillar-1 1.825 MW (1.5 MW) 不可 故障により停止中 
Caterpillar-2 1.825 MW (1.5 MW) 不可 故障により停止中 
Alco-9 1.25 MW (0.7 MW) 可 全発電機停止時の起動用電源としてのみ使用 
Niigata-14 5.00 MW 3.5 MW 可 潤滑油ポンプに不安を抱え出力を 70％に抑制 
Niigata-15 5.00 MW 3.5 MW 可 同上 
Sub-Total 17.70 MW 12.1 MW   

Total 32.78 MW 14.1 MW   

［出所］PPUC、現有出力は 2012 年 3 月末時点の値 

                                                        
1 「パ」国の会計年度は 10 月から翌年の 9 月までとされており、2011 年度は 2010 年 10 月から 2011 年 9 月まで。 
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更に、2011 年 11 月 5 日に発生したアイメリーク発電所の火災により、同発電所の発電機は全台停

止し、発電可能出力は 6.6MW まで低下したことから、コロール及びバベルダオブ島では 4 時間毎に

停電エリアを切り替える計画停電が 42 日間に亘って実施された。潤滑油ポンプのトラブルで停止中

であったマラカル発電所 Niigata-14、15 号機のうち、15 号機が 2011 年 12 月 16 日に運転を再開した

ことで、コロール・バベルダオブ系統の電力供給は通常の状態に復旧した。その後、Niigata-14 号機

が運転を再開、2012 年 1 月 24 日には「パ」国自己資金により調達した Caterpillar-1 号機がアイメリ

ーク発電所にて運転を開始し、2012 年 3 月末時点の発電可能出力は 14.1MW となった。しかし、マ

ラカル発電所の Mitsubishi-12、13 号機、Niigata-14、15 号機のうち 1 台でも停止すれば、最大電力に

対して供給予備力が無い状況となり、メンテナンスのために発電機を停止することが困難である。

我が国の緊急無償資金協力により調達される 500kW×4 台の発電機が運転を開始すれば、現有出力

は 16.1MW となり、Mitsubishi-12、13 号機もしくは Niigata-14、15 号機のうち 1 台を停止してメンテ

ナンスを行うことが可能となる。表 1-1-1.1 に PPUC の発電設備の現況を示す。 

既設アイメリーク発電所の火災は、3 号発電機の燃料配管（ホース）が外れ、漏れだした燃料に引

火したがことが直接的な原因となっているが、機器の寿命を考慮した発電設備の更新が適切に行わ

れてこなかったことが、火災の間接的な原因となっている。更に、十分な供給予備力を確保できな

いことが、火災発生後の供給力不足を招き、計画停電を余儀なくされる状況となっている。 

以上のことから、「パ」国の電力セクターにおいては、老朽化した発電設備を順次更新し、適切

な供給予備力を確保することが、安定した電力供給を行う上での喫緊の課題となっている。 

1-1-2 開発計画 

(1) 国家開発計画 

「パ」国は米国援助依存体質からの脱却による自立発展と文化の保護を目的に、「経済開発計

画」（PNMDP：Palau 2020 National Master Development Plan）を 1996 年に策定し、経済開発に取

り組んできた。その後、アジア開発銀行の支援により PNMDP の見直しが行われ、2009 年から 2014

年の 5 年間をターゲットとした「中期開発戦略（MTDS：Medium Term Development Strategy）」

が作成されたが、「パ」国政府には未だ正式に承認されていない。 

MTDS のインフラセクターの重点方針では、電力セクターに関しては「PPUC の収益と発電、

送電、配電容量を十分に確保すること」が挙げられている。 

(2) エネルギー政策 

2009 年 10 月に制定された「戦略的エネルギーセクターアクションプラン（ESSAP：Energy Sector 

Strategic Action Plan）」においては、PPUC の老朽化したベースロード発電機の更新が優先プロジ

ェクトとして挙げられており、5MW×4 台の発電機を新設することが提言されている。 

2010 年 9 月に採択された「国家エネルギー政策（NEP：National Energy Policy）」では、2020

年までに電力供給の 20％を再生可能エネルギー起源とすることが目標とされている。 

1-1-3 社会経済状況 

「パ」国は、北緯 6 度 53 分～8 度 12 分、東経 134 度 8 分～134 度 44 分に位置し、面積 488km2、
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人口 20,500 人（2010 年アジア開発銀行統計）を有する島国である。2006 年に首都がコロール州から

メレケオク州に遷都されたが、依然として人口の 64%が集中するコロール州が経済の中心となって

いる。総人口のうちの 31%が外国人であり、フィリピンからの移住者・労働者が 17%ほどを占めて

いる。 

「パ」国は、第二次世界大戦後、米国を施政権者とする国連信託統治地域として同国より財政的

な支援を受けてきたが、1994 年 10 月 1 日に自由連合国として独立した。この時、米国との間でコン

パクト（自由連合盟約）を締結し、2009 年までの 15 年間は米国より財政支援を受ける一方で、国防

と安全保障の権限を米国に委ねることとなった。これにより 1994 年～2009 年までの 15 年間に総額

7 億ドルのコンパクト（自由連合盟約）資金を支払われることになったことから、毎年一定の資金供

与がなされ、同国の経済を支える重要な資金となっている。 

経済的特徴として挙げられるのは、公共部門の規模の大きさと輸入依存度の高さである。独立以

来、「パ」の就業者の過半数が公共部門で雇用されており、政府の大きな財政的負担となっている。

これまで、コンパクトに基づき 2009 年までの 15 年間にわたり米国から供与されてきた潤沢な財政

支援により、公共部門の規模が維持・拡大されてきたが、民間セクターの活性化による雇用創出が

大きな課題である。同自由連合盟約はその後改訂され、2025 年までに総額 2 億 5000 万ドルの財政支

援を受けることで米国との間で合意されているが、未だ米国議会の承認が下りていない。民間セク

ターの中心は観光業と対外援助に依存する建設業であり、製造業は零細な食品加工業のみである。

小島嶼国である「パ」国は、エネルギー資源・食料・消費財を全面的に輸入に頼らざるを得ず、外

部の経済環境の変化に対して脆弱である。このため、再生可能エネルギーの導入や農業振興など、

依存緩和を推進する政策が執られている。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

「パ」国は、我が国の南方約 3,200km の太平洋上に位置し、面積 488km2、人口 20,500 人（2010

年アジア開発銀行統計）、約 340 の島々から成る島嶼国である。「パ」国の政治・経済活動は、首

都メレケオクの存在するバベルダオブ島及びコロール島に集中しており､両島には全人口の約 93%

（2005 年国勢調査）が居住している。両島では、年率 2%台の安定した人口増加、国民一人当たり

電力消費量の増加、観光産業の発展等により、1997～2005 年の 9 年間で電力需要（ピーク負荷）は

平均 7.3%/年の増加を記録したが､コロール・バベルダオブ電力系統の電力供給設備は、老朽化と維

持管理不足により安定した電力供給を行うことが困難であり、2006 年 8 月には設備事故のため 1 ヵ

月半に亘り 1 日 8 時間の計画停電が実施された。上述のような電力供給の危機的状況を回避し、首

都圏への電力供給の安定化を図るため、「パ」国はコロール・バベルダオブ系統を対象とした電力

供給マスタープランの策定を我が国に要請、2007 年 12 月から 2008 年 7 月にかけて JICA による「電

力供給改善マスタープラン調査」が実施され、2025 年までの長期電力開発計画の策定、並びに優先

プロジェクトに係るプレ F/S レベルの検討が行われた。 

「パ」国では、上記のマスタープランを基にした電力開発を目指し、自助努力による中古発電機

（5MW×2 台）の導入が行われたものの、マスタープラン後の世界的な原油価格の高騰、リーマン

ショックに端を発した世界的な景気後退の影響を受けて「パ」国の電力需要は伸び悩み、計画通り

の開発が進められていない。一方で、既存のディーゼル発電設備の老朽化による出力の低下、事故

による損傷のため、12～13MW の最大電力に対し 2008 年時点の発電可能出力は 15.57MW であり、
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十分な予備力が確保できていない。「パ」国の主要産業である観光関連産業が、近年の観光客数の

増加により活況を呈し、今後確実に電力需要が増加すると見込まれる中、首都圏の電力事情の改善

は急務となっている。上記を踏まえて「パ」国は、マスタープランの優先プロジェクトとして策定

された「アイメリーク発電所における総出力 10MW のディーゼル発電機の増設」に対する、我が国

の無償資金協力を要請した。同要請を受けて JICA は、2010 年 10 月に予備調査を実施し、同要請内

容の妥当性が確認されたことから、無償資金協力事業の実施に係る協力準備調査が実施されること

となった。 

1-3 我が国の援助動向 

我が国は「パ」国の電力セクターに対して、「バベルダオブ島送配電線計画（1985 年～1986 年）」、

「配電網改善計画（1993 年～1995 年）」、「電力供給改善計画（1996 年～1998 年）」により、「パ」

国独立前の 1985 年から継続的に協力を実施し、首都圏への安定した電力供給と未電化地区への電力

供給のため、ディーゼル発電設備の改善、並びに送配電設備の整備を行った。これら協力により、

コロール島、並びにバベルダオブ島の南部 6 州に対する 24 時間の電力供給体制が確立され、病院、

学校等の公共施設の安定した運営、市民生活の向上、産業活動の活性化に貢献している。また近年

は、環境プログラム無償資金協力により、系統連系型太陽光発電設備の導入を支援している。2011

年度には、既設アイメリーク発電所の火災後に発生した「パ」国の電力危機を受けて、発電機を調

達するための緊急無償資金協力が実施された。「パ」国電力セクターに対する我が国無償資金協力

による過去の支援実績は以下のとおりである。 

表 1-3.1 「パ」国電力セクターに対する我が国無償資金協力の実績 

実施年度 案 件 名 供与限度額 概 要 

1985 ～ 1986
年度 

バベルダオブ島送

電線計画 
2.7 億円（1/2 期） 
4.86 億円（2/2 期） 

アイメリーク発電所～日本・パラオ友好橋間の 34.5kV 送電

線の建設。アイメリーク変電所、アイライ変電所の建設、

並びに低圧配電網用資機材等の調達。 

1993 ～ 1995
年度 

配電網改善計画 
5.81 億円（1/3 期） 
4.68 億円（2/3 期） 
1.88 億円（3/3 期） 

コロール州内、バベルダオブ島南東部、同島西部における

送配電線の建設、並びに配電用資機材の調達。 

1996 ～ 1998
年度 

電力供給改善計画 
11.71 億円（1/2 期） 
9.76 億円（2/2 期） 

マラカル発電所の発電建屋の建設、発電設備の調達と据

付。バベルダオブ島北部の送配電線建設、並びに配電用資

機材の調達。 

2009 年度 
太陽光を活用した

クリーンエネルギ

ー導入計画 
4.80 億円 

国際空港駐車場への系統連系型太陽光発電設備の設置 

2011 年度 
電力危機に対する

緊急無償資金協力 
3.00 億円 

ディーゼル発電機（500kW×4 台）の調達・据付 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

現在のところ、電力セクターに対する他ドナーの支援は実施されていないが、2011 年 11 月 5 日に

発生したアイメリーク発電所の火災、及びその後の電力危機に対処するため、米国、台湾に対して

緊急支援を要請している模様である。 

太陽光発電に関しては表 1-4.1 に示す通り、EU、台湾の支援により系統連系型太陽光発電設備が

設置されている。 
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表 1-4.1 太陽光発電に関する他ドナーの支援実績 

ドナー 完成年 概要 

EU 2008 首都政府庁舎への系統連系型太陽光発電設備（出力 100kWp）の設置 

台湾 2008 パラオ国立病院への系統連系型太陽光発電設備（出力 80kWp）の設置 

2010 教育省への系統連系型太陽光発電設備（出力 51kWp）の設置 

［出所］PPUC 
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第 章 プロジェクトを取り巻く状況

プロジェクトの実施体制

組織・人員

の組織・人員の概要

「パ」国の電力事業は、パラオ電力公社（PPUC：Palau Public Utilities Corporation）により実施

されている。PUC-Act において、PPUC の経営は大統領によって任命された取締役からなる取締役

会（Board of Directors）の指導・監督を受けることとされており、MPIIC の指導・監督下にはない。

PPUC の組織は総務部、経理・財務部、営業部、系統運用部、配電部、発電部の 6 つの部門から構

成されており、約 130 人の職員を有している。図 2-1-1.1 に PPUC の組織図を示す。 

PPUC は、発電、配電といった技術部門のマネジメントを契約社員として雇用したフィリピン人

エンジニアに依存しており、パラオ人のテクニシャンが日常の運転・維持管理業務を行っている。

パラオ人技術者の育成は PPUC の重要課題であり、奨学金制度を設けて海外留学させることによ

り、将来の技術者の育成を進めている。 

アイメリーク発電所の火災とその後の電力危機に対処するため、2011 年 11 月 7 日に大統領によ

って発令された非常事態宣言により、電力供給が通常の状態に戻るまでの間、公共基盤・産業・

商業省の大臣が PPUC に対する一切の権限を有することとなった。2011 年 11 月 9 日付で PPUC

取締役全員、及び総裁（CEO/GM）が辞任したが、11 月 19 日付で臨時総裁が任命され、12 月 22

日付で PPUC 取締役会の復権に係る大統領令が発令されたことから、PPUC は自らの権限で経営判

断を行うことが可能となった。 

 
図 の組織

法律顧問

(2)

取締役秘書

社長秘書 (1)

請求

(2)

機械技術者 (1)
土木技術者 (1)
電気技術者 (1)

取締役会

(5)

最高経営責任者

/社長

会計・財務 9人
(最高財務責任者)

総務部

6人

IT 専門家

(1)

広報担当官

(1)

情報技術

(1)

安全担当
(1) 

管理労働者

(2) 

配電課

23人（課長）

系統運用課

6人（課長）

料金徴収課

18人 (課長)

アイメリーク発電所

(所長1)  22人
マラカル発電所

(所長1)   20人
外島発電所

(所長1) 24

発電課

課長 1人
機械技術者

見習い (1)

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ課

4人（課長）

総務補佐

(1)
再生可能エネルギー

専門家 (2)

運転員
(10)

ペリリュー (13)
運転員 (6)
機械工(1)

線路保守員 (1)
樹木伐採 (4)

アンガウル (6)
運転員 (5)
機械工 (1)

カヤンゲル (5)
運転員 (5)

機械工

(5)

機械工

(6)

電工

(1)

プラント専門

(1)

タイピスト

(1)

電工

(2)

運転員

(9)

機械加工員

(1)

在庫管理員

(1)

在庫管理員

(1)

機械技術者

(1)

溶接工

(1)

樹木伐採員
(5)

運転員

(3)

線路保守員

(10)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画

(1)

タイピスト

(1)

在庫管理員

(2)

調査・積算

(2)

メーター技術

(2)

現場確認技師

(1)

検針員

(6)

顧客サービス

(8)

現金出納

(2)

セキュリティ

(1)

調達/在庫管理

(3)

会計

(3)

人事課長

(1)

［出所］PPUC 
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(2) 発電部門の組織・人員 

PPUC 発電部門の運転維持管理については、管理者、技術者、要員全員のリストを入手し、要員・

体制の分析を行った。発電部門全体の管理者は Power Generation Manager の Mr. Lorenzo B. Mamis

であり、その下に Superintendent の Mr. Jack Ngiraked がマラカル発電所を、同じく Superintendent

の Mr. Antipas Raymond がアイメリーク発電所を監督している。 

運転維持管理要員としてはマラカル発電所が 20 名、アイメリーク発電所が 22 名を有し、その

ほか離島のペリリュー発電所に 13 名、アンガウル発電所 6 名、およびカヤンゲル発電所 5 名が在

籍しており合計 66 名、日常的な運転維持の実務には人数的に十分な体制と言える。しかし、現在

は中心となる運転保守整備の技術者については現状パラオ人の適任者がいないため、フィリピン

人の技術者(Mr. Jose Celiz)を 2 年契約で雇用しており、マラカル発電所の Superintendent の Mr. Jack 

Ngiraked を補助している。 

(3) 基幹技術者の養成 

発電所の運用維持管理の計画、実施、管理を行い、予防保全を実行するためには、高度の技術

と経験を有する基幹技術者が必要である。しかし「パ」国には高度技術を教育する大学が無く、

外国の大学に留学する必要があるため、パラオ人の技術者が育ちにくい。そのため PPUC は長年

にわたり、ある程度経験のあるフィリピン人技術者を契約で期間雇用し、運転維持管理の現場監

督をさせる方式を採ってきた。この方式では短期間にはある程度の効果があるが、フィリピン人

技術者の経験と知識を PPUC に定着させ、その維持管理能力のレベルを向上させることは期待で

きない。 

現在 PPUC は発電部門のパラオ人基幹技術者を育てるため、PPUC 独自の奨学金で台湾の大学に

機械工学専攻の学生 1 名を留学させている。2012 年に卒業後グアム島でマネジメントなどの実技

研修を修了して 2014 年に帰国後、発電部門の基幹技術者として育成する予定である。パラオ人基

幹技術者育成は、単発的ではなく長期にわたり計画的継続的に実施すべきものである。機械技術

者と電気技術者を 2 年おき程度であと 4 人以上は外国大学に留学させ育成する必要があると言え

る。数人の基幹技術者を育成して計画グループを構成し、設備の運用計画と予防保全計画を実施、

指導することが望まれる。 

2-1-2 財政・予算 

(1) PPUCの収支 

PPUC の収支は、2003 年以降の純利益ベースでは赤字であるものの、表 2-1-2.1 の 2.(6) 減価償

却費は実際の支出ではないことから、キャッシュフローベースでは終始がほぼ均衡していると言

える。これは、燃料費調整制度の見直しにより、従来 3 カ月毎に燃料費の変動を電気料金に反映

させていたものを、1 カ月毎に変更し、より短い期間で燃料費を電気料金に転嫁できるようにした

こと、及びプリペイド式メーターの導入（需要家の 24％）等による収支の改善が功を奏したもの

と言える。 

ただし、将来の設備投資に備えるための内部留保として確保すべき減価償却費が日常の事業運

営費として使用されているため、自己資金による大規模な設備投資は困難である。減価償却費の
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一部は、ディーゼルエンジンの大規模修繕や部品の購入に充てられている。減価償却費の算出は、

設備毎に耐用年数を設定し、取得原価に対して定額償却を行うこととしている。PPUC はディーゼ

ル発電機の耐用年数を 15 年としており、日本の火力発電設備の法定耐用年数と同じであることか

ら、減価償却費の算出方法は妥当であると考えられる。 

電気料金については、2008 年は世界的な原油価格の高騰に伴う燃料費の増加により、値上げが

繰り返されたが、2009 年以降は燃料費の低下により電気料金の値下げが行われている。2012 年 5

月以降に表 2-1-2.2 に示す通り、更なる電気料金の引き上げが予定されている。料金改定を行うこ

とにより、2012 年度の PPUC の収支は 56.4 万ドルの黒字となる見通しである。 

表 2-1-2.1 PPUCの収支 

 

表 2-1-2.2 PPUCの電気料金 

需要家分類 現料金 新料金(2012 年 5 月～) 

住宅用 基本料金（$/月） $3.00 基本料金 $3.00 

従
量
料
金 

500kWh/月以下 $0.231/kWh 従
量
料
金 

0-150kWh $0.323/kWh 
151-500kWh $0.361/kWh 

501kWh～2,000kWh/月 $0.311/kWh 
501kWh 以上 $0.411/kWh 

2,001kWh/月以上 $0.356/kWh 
業務用・ 
官公庁用 

基本料金 $11.00 基本料金 $11.00 
従量料金 $0.356/kWh 従量料金 $0.411/kWh 

［出所］PPUC 
 

(2) 政府からの電気料金支払い状況 

2011 年 10 月時点で政府機関からの電気料金未払い額が 570 万ドルに達しており、PPUC の収益

改善には政府関連機関からの徴収率を改善することが、最も重要な課題である。政府は累積未払

い金を支払う財源が無いため、米国に要請しているコンパクトのノンプログラム支援の中から充

当する考えであるが、米国による承認の目途は立っていない。図 2-1-2.1 に示す通り、2011 年度の

政府、パラオ国からの電気料金回収率は 90%以上に改善されている。 

単位：1,000US$

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

1. 営業収入 11,527 10,422 11,111 11,982 15,777 17,718 19,721 24,102 19,962 22,342

(1)電気事業 11,108 10,190 10,809 11,739 15,074 17,483 19,709 24,123 20,010 22,811

(2)その他 420 232 303 242 415 321 308 317 463 677

(3)未収電気料金 0 0 0 0 289 -86 -296 -338 -511 -1,146 

2. 営業支出 12,263 11,685 12,330 14,725 19,652 22,404 22,527 28,139 22,965 23,375

(1)発電用燃料費 7,266 6,279 6,977 8,404 12,657 15,530 16,182 21,758 15,185 15,804

(2)発電用その他費用 1,091 1,278 1,218 1,631 2,445 2,355 2,029 2,076 3,343 2,614

(3)送配電費用 810 1,046 1,044 1,561 1,166 1,059 787 847 828 790

(4)一般管理費 815 826 771 691 838 787 940 944 921 1,139

(5)技術サービス 33 21 84 198 190 166 118 115 151 324

(6)減価償却費 2,249 2,234 2,237 2,240 2,357 2,506 2,471 2,400 2,538 2,614

(7)再生可能エネルギー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 90

3. 営業損失（1.-2.) -736 -1,264 -1,219 -2,744 -3,875 -4,687 -2,806 -4,037 -3,003 -1,033 

4. 営業外収益 1,198 2,596 1,110 572 1,277 673 -36 -1,530 304 283

5. 政府補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 200

6. 純利益（3.+4.+5.） 462 1,332 -109 -2,172 -2,598 -4,013 -2,842 -5,567 -2,699 -550 

出所：PPUC
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570 万ドルの政府未払い金のうち、421 万ドル（74%）が MPIIC（旧資源開発省（MRD: Ministry 

of Resource and Development））管轄の機関によるものであり、その大半は上下水道ポンプ所で使

用されたものである。現在、「パ」国の上下水道事業は国営であり、水道料金は非常に低額であ

る（$1.70/1,000 gallon）ため、水道事業の運営に必要な費用が水道料金で回収できていない。この

ため、水道事業の効率化を目的として、アジア開発銀行の支援により水道事業の公社化が進めら

れている。水道事業が独立採算となり、水道料金を回収して事業を運営する体制が確立されれば、

政府からの電気料金未収問題の大部分は解決されるものと思われる。 

 
［出所］PPUC 

図 需要家分類別の電気料金回収率

発電設備の保守整備予算

PPUC 発電部門の年間保守整備計画については、マラカル発電所、アイメリーク発電所、アンガ

ウル発電所、カヤンゲル発電所およびペリリュー発電所でそれぞれの年間保守整備計画を立案し

たものを、Manager of Power Generation Division の Mr. Lorenzo B. Mamis が取りまとめ、PPUC 年間

保守整備計画書が作成される。 

PPUC の年間保守整備予算については、PPUC 年間保守整備計画書に基づき、マラカル発電所、

アイメリーク発電所、アンガウル発電所、カヤンゲル発電所およびペリリュー発電所でそれぞれ

の年間保守整備費用を見積り、Manager of Power Generation Division の Mr. Lorenzo B. Mamis が取

りまとめ、Finance Division に提出し、ここで調整され年間 PPUC の年間予算に組み込まれ、PPUC

の GM が承認し PPUC の Board の承認を得て年間保守整備予算が確定する。PPUC の 2011 年度予

算（2010 年 10 月～2011 年 9 月）における Maintenance Budget（保守整備予算）は$5,877,451 であ

り 2011 年 10 月末の予算執行率は約 30%である。予算の執行状況は、経理・会計部門によって管

理されている。 

予備品等の購入については、以下に示す手順が定められており、予備品・消耗品の種類、数量

ともに十分な量が保有されている。 

① 発電部門に割り当てられた保守整備予算の範囲で、Power Generation Manager が発電部

門全体を管理し、年間保守整備計画に従い予備品、消耗品を購入し保守整備作業を計画
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的に実施している。 
② 購入品の購入手続きは発注元が定められた購入要求書(Requirement Form) に記入し予

算を確認し、Procurement Officer の確認、GM、Board の承認を得て、注文書が発行され

る。 
③ 例えば、2011 年 11 月にクランク軸交換工事実施予定のマラカル発電所のワルチラ 1 号

機のクランク軸はPPUCのProcurement Officer作成の注文書(Purchase Order) が経理部及

び GM の承認を得て 2011 年 7 月 28 日に Supplier に発出され、10 月 17 日に Proforma 
Invoice を受け取り、現在注文品の受け取りを待っている。 

2-1-3 技術水準 

(1) PPUCの保守整備技術の現状 

PPUC の保守整備は、基本的に長年の運用維持管理現場の経験を基に、各機種の取扱説明書を参

照しながら、部品交換や修理を行うものである。故障発生時における原因解明や再発防止は、メ

ーカーの報告及びアドバイスに委ねている。 

PPUC 発電部門の保守整備技術については、実務的な保守整備実施面での経験は豊富であり、管

理、監督者及び保守整備要員の技能レベルも十分である。アイメリーク発電所のピルスティック 2、

3、4、5 号発電機は 1986 年に運転を開始、マラカル発電所の三菱 12、13 号機は 1998 年に運転開

始しており、その間に発電部門管理、監督者、保守整備要員それぞれが、クランク軸再研削、主

軸受・クランクピン軸受交換、カム軸交換、ターボチャージャー開放修理なども経験している。

また三菱 12、13 号機のカム軸交換など、重要な保守整備においては PPUC が自らの費用でエンジ

ンメーカーからの技師派遣を発注しており、修理については問題ない。 

2011 年 8 月には PPUC の自己資金（国家開発銀行からの借り入れ）により、マラカル発電所に

2 基の中古の新潟原動機製 16V28HLX 型発電設備（5MW×2 基）が購入設置された。しかし 2011

年 9 月 6 日と 9 月 29 日に相次いで潤滑油ポンプ故障のため停止した。その後、15 号機は 12 月 19

日、14 号機は 12 月 30 日に修理が完了、運転を再開した。同発電設備はフィリピン人技術者が 1

年間にわたり運転と保守整備を指導することになっており、PPUC の保守整備技術の幅が相当に広

がると期待できる。 

しかし、運用維持管理としての技術レベルは、運転状況を分析し、故障原因を発見し、故障を

予測し、保守整備を計画的に実施するいわゆる予防保全を行うものではなく、故障個所の修理、

取扱説明書に基づく部品交換あるいは破損した部品の更新を行うことがほとんどである。また、

年間保守整備計画通りオーバーホールを実施しようとしても、他の発電機の故障停止などで電力

供給能力に余裕がない場合は無理に運転を継続せざるを得ず、予防保全が実施できないこともし

ばしばである。 

以上のことから、本プロジェクトによって発電設備の定期的なオーバーホールを実施するため

の供給予備力が備えられ、外国人技術者による予防保全の指導が行われることで、本プロジェク

トで調達される機材の運転・維持管理は問題なく行われるものと思われる。 
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(2) マラカル発電所三菱 12、13号機（前回協力）の現状 

両発電機は PPUC の主力機として、定格の 70～80％の出力で連続運転を行っている。両発電機

の運用維持管理上の問題はクランクピン軸受の焼損であり、その結果実施されたクランクピンの

研削による軸径の減少である。 

12 号機 No.3 クランクピン直径は－2mm、No.4 クランクピンは－17mm の減少、13 号機 No.5 ク

ランクピン直径は－4.5mm、No.6 クランクピンは－8mm の減少である（正規直径:265ｍｍ）。12

号機のクランクピン直径は許容限度にありこれ以上の再研磨は不可である。エンジンメーカー技

術者より「クランクピン軸受焼損の原因は、排気弁座から漏洩した冷却水の潤滑油への混入」と

のコメントを受け、昨年シリンダーカバーの弁座挿入部を削正してオーバーサイズ弁座を入れて

以降、クランクピン軸受の焼損は発生していない。12 号機はやや出力を下げて 70％程度の出力で

運転中である。 

13号機は 2012年 3月に燃料カム損耗対策としてのカム軸更新工事及びオーバーホールが実施さ

れた。三菱 12，13 号発電機は稼働開始後 13 年間が経過し、やや老朽化も進みつつありクランク

ピン軸受やカム軸などの大型部品の更新が続いている。運用維持管理において、壊れたら治すと

いう修繕方式から、事故の芽を小さいうちに摘み取る予防保全方式に切り替えていく必要がある。

JICA の技術協力による専門家派遣及び PPUC が雇用しているフィリピン人技術者によって、予防

保全の実施体制が構築されることが期待される。 

(3) PPUCに対する技術支援の必要性 

PPUC の維持管理要員のうち、機械及び電気の専門学校卒業者はマラカル発電所 4 名、アイメリ

ーク発電所 5 名、ペリリュー、アンガウル、カヤンゲル発電所は 0 名であり、PPUC の維持管理要

員 62 名のうちわずか 9 名（15％）である。すなわち PPUC の維持管理要員のベテランは現場の熟

練工、若手は一般高校卒業である。 

現在の PPUC の技術教育は、各発電所内でのベテランによる OJT（実務の見習い教育）である

ため、理論的体系的な教育指導がなされていない。維持管理要員それぞれがある部分ではそれな

りの経験と知識を持っているが、全体を見渡して判断する能力には問題がある。JICA で実施され

ている専門家派遣、及び今後予定されているディーゼルエンジンの維持管理に関するシニアボラ

ンティア派遣によって、PPUC の体系的な技術的知見が強化されるものと期待される。 

2-1-4 既存設備・機材 

「パ」国のコロール・バベルダオブ電力系統の電源としては、表 2-1-4.1 に示すマラカル発電所、

表 2-1-4.2 に示すアイメリーク発電所がある。同系統の 2011 年度の最大電力（発電端）は 12.57MW

であるが、2011 年 11 月 5 日に発生したアイメリーク発電所の火災により同発電所の発電機は全台運

転を停止した。その結果、2011 年 11 月時点でマラカル発電所の三菱 12 号機と 13 号機、およびキャ

タピラー1 号機だけが稼働、合計出力は約 6.6MW であり、電力需要の半分程度しか賄えない。この

ためコロール、バベルダオブ地域では、後述するマラカル発電所の新潟 15 号機が運転を再開するま

での 42 日間、計画停電が実施された。 

マラカル発電所の新潟 14 号機及び 15 号機は 2011 年 8 月に PPUC に引き渡されたが、15 号機が
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2011 年 9 月 6 日、14 号機が同 9 月 29 日に、潤滑油ポンプ故障のため停止した。新潟 14 号機及び 15

号機は、潤滑油ポンプ破損鉄粉がエンジン全体に回ったため、コントラクターの手により、潤滑油

ポンプ交換、エンジン全運動部品の分解清掃、潤滑油系統フラッシングが実施された。その後、15

号機、14 号機の順に、2011 年 12 月中に運転を再開した。 

三菱 12、13 号機は、クランクピン軸受焼損により軸を研削したため出力を抑制しているが、ベー

スロード発電機として運用されている。 

アイメリーク発電所ピルスティック 2～5 号機は老朽化が進み、出力、燃料経済性も低下していた

が、設備容量が不足するため廃止することができず、ベースロード発電機として運転され約 6MW の

負荷を担ってきた。2011 年 11 月 5 日 17 時頃に同発電所で火災が発生し、ピルスティック 2～5 号機

は全て被災し運転不能となった。 

表 2-1-4.1 マラカル発電所発電設備一覧 

発電機名 機関形式 
定格出力 

(kW) 
現有出力 

(kW) 
シリン

ダー数 
回転数 
(rpm) 

運開年 
現在の状況 

（2012 年 3 月末） 

Wartsila-1 12V200 2,000    0 12 1,200 1998 
クランク軸焼損のため停

止中。クランク軸納入待ち 
Wartsila-2 12V200 2,000    0 12 1,200 1998 故障のため撤去済 
Wartsila-3 12V200 2,000    0 12 1,200 1998 同上 
三菱-12 
(前回協力) 

12KU30A 3,400 2,380 12 720 1998 
主力常用機として運転中

(約 70％負荷) 
三菱-13 
(前回協力) 

12KU30A 3,400 2,720 12 720 1998 
主力常用機として運転中

(約 80％負荷)  
Caterpillar-1 3516B 1,825 (1,500) 16 1,800 2006 故障停止中 
Caterpillar-2 3516B 1,825 (1,500) 16 1,800 2006 故障停止中 

Alco-9 251E-V12 1,250 (700) 12  1982 
ブラックアウトスタート

時のみ使用 

新潟-14 16V28HLX 5,000 3,500 16 720 2011  
潤滑油ポンプが不安定な

ため、出力を 70％に抑制 
新潟-15 16V28HLX 5,000 3,500 16 720 2011 同上 
［出所］PPUC 
 

表 2-1-4.2 アイメリーク発電所発電設備一覧 

発電機名 機関形式 定格出力

(kW) 
現有出力

(kW) 
シリン

ダー数 
回転数 

(rpm) 
運開年 現在の状況 

（2012 年 3 月末） 

Pielstick-2 10VPC2VMK2 3270 (2,000) 10 450 1986 
2011 年 11 月 5 日に発

生した火災のため焼

損、使用不能 
Pielstick-3 10VPC2VMK2 3270 (2,000) 10 450 1986 同上 
Pielstick-4 10VPC2VMK2 3270 (2,000) 10 450 1986 同上 
Pielstick-5 10VPC2VMK2 3270 (2,000) 10 450 1986 同上 

Caterpillar-1 3516B 2,000 2,000 16 1,800 2012 
2012 年 1 月 24 日運転

開始 
［出所］PPUC 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 道 路 

交通網については、バベルダオブ島外周を周回できるコンパクト道路が 2005年に完成している。

また、我が国の無償資金協力により整備された日本・パラオ友好橋が、首都メレケオクの位置す

るバベルダオブ島と市街地のあるコロール島を結んでおり、マラカル国際港からバベルダオブ島

までの内陸輸送について問題は無い。しかしながら、コンパクト道路からプロジェクト対象地で

あるアイメリーク発電所までの道路は未舗装で、上り下りが多いうえ、経路上に重量制限 10 トン

の橋があるため、エンジン等の重量物（重量 50 トン以上と想定される）を内陸輸送で運搬するこ

とは困難である。したがって、エンジン等の重量物については、マラカル国際港でバージ船に積

替え、アイメリーク燃料油受入護岸まで海上輸送する必要がある。 

(2) 港湾設備 

本協力対象事業で調達される設備は、海上輸送を経て、マラカル港に運搬される。マラカル港

は、「パ」国の唯一の国際港であり、通関手続きもここで行われる。マラカル港には、重量物（本

協力対象事業で調達されるエンジンは重量 50 トン以上と想定される）を荷揚げする吊上げ設備が

無いため、荷揚げ、積替え作業にあたっては、移動式クレーン設備、クレーン付輸送船等、別途、

吊上げ設備を確保する必要がある。しかしながら、2011 年 2 月に、本協力対象事業で調達する設

備と同規模のディーゼル発電設備を、「パ」国内で調達した移動式クレーン設備を用いて、マラ

カル港で低床トレーラーに載せ替え、発電所まで輸送した実績がある。従って、本協力対象事業

のマラカル港における重量物の荷揚げ作業についても、吊上げ用重機等の現地調達については問

題ないと判断される。 

(3) 通信 

マラカル島を含むコロール島周辺からプロジェクト対象地であるアイメリーク発電所まで、携

帯電話網が確保されている。また、バベルダオブ島南部を含むコロール州内の市内電話網も整備

されており、2005 年の国勢調査によると、電話回線の世帯普及率は 86.2％程度である。 

なお、1998 年に設立された有線テレビ放送は、アイライ州からコロール首都圏にかけて発信さ

れている。 

(4) 水道 

水道については、普及が進んでおり、2005 年の国勢調査によると、上水道の世帯普及率は 94.6％

程度である。プロジェクト対象地であるアイメリーク発電所を通じて燃料受入護岸周辺まで上水

道が既に整備されており、本協力対象事業で整備されるディーゼル発電設備の冷却水の確保に問

題は無い。 

(5) 電化状況 

「パ」国の電化状況は、1980 年代過ぎに我が国を含むドナーの協力により急速に普及したこと



2-9 

により、2005 年の国勢調査結果によると、98.9％の電化率が記録されている。 

2-2-2 自然条件 

(1) 温 度 

「パ」国における 2010 年の月平均気温は 26.5 ℃～27.4 ℃であり、年間を通して大きな変動は

みられていない。 

(2) 湿 度 

「パ」国における 2010 年の月平均湿度は 79 %～84 %と高く、年間を通して大きな変動はみら

れていない。 

(3) 雨 量 

「パ」国における 2010 年の月間降雨量の変動を次に示す。本プロジェクトサイト周辺の年間降

雨量は、3 月の 87 mm が最小であり、8 月の 325 mm が最大となっている。なお、「パ」国は、5

月から 10 月までが雨季とされている。 

 
図 2-2-2.1 月別降水量（2010年） 

(4) 地 質 

事業対象地を含むバベルダオブ島は火山島であり、島全体が礫岩や凝灰岩で形成される段丘特

性を有している。事業対象地付近の表層地質は主に粘土層が主体となっている。 

(5) 地 震 

「パ」国において確認された 2010 年度の地震発生回数は 2 回であり、震度レベルはマグニチュ

ード 5.1 及びマグニチュード 5.9 であった。また、2005 年より 2010 年にかけての 5 年間の地震発

生回数は、9 回と記録されている。 
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2-2-3 環境社会配慮 

2-2-3-1 環境影響評価 

2-2-3-1-1 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

事業コンポーネントの概要は次に示すとおりである。 

① 2 基の 5MW ディーゼル発電設備及び補機類の設置 
② 2 基の 5MW ディーゼル発電設備用建屋の建設 

2-2-3-1-2 ベースとなる環境社会の状況 

プロジェクトサイトは、バベルタオブ島アイメリーク発電所敷地内である。アイメリーク発電所

は、首都メレケオクの存在するバベルタオブ島東岸より西側約 15km、コロール島中心部より北側約

10km の地点に位置している。 

事業対象地周辺の土地利用及び環境の概況は表 2-2-3.1 に、事業対象地の概況は表 2-2-3.2 に示す

とおりである。事業対象地及びその周辺には、法令等により自然保護（国立公園、自然保護区、ラ

ムサール湿地等）のため指定された地域、文化遺産保護のため指定された地域は存在しない。 

プロジェクトサイトは、PPUC のアイメリーク発電所の用地内に位置しており、用地内には住居等

は存在しない。 

表 2-2-3.1 アイメリーク発電所周辺の土地利用及び環境の概況 

北側 既存発電所、草地及び森林等を介して住居等が点在する地域がみられる。計画施設に

最も近い民家までの距離は、約 300mである。 

東側 海へと下る斜面となっており、樹木が覆う 20～30m の斜面を介して、マングローブ林

及び海域となっている。 
西側 既存の道路、燃料タンクを介して、草地及び森林等が存在する。 

南側 樹林地を隔てて、マングローブ林及び海域となっている。なお、既存の道路を下った

先には、埠頭が位置している。 

 

表 2-2-3.2 アイメリーク発電所の土地利用及び環境の概況 

土地利用 事業対象地は、既存発電所敷地内に位置し、主にコンクリートで被覆されている。地

形は概ね平坦地となっている。 
生物環境 事業対象地は概ねコンクリートで被覆されている。 

貴重な動植物種及び鳥類等の営巣もみられない。 
物理環境 事業対象地は、主にコンクリートで被覆されており、水環境は存在しない。 

地盤沈下や土壌侵食は確認されていない。 
社会環境 
文化遺産等 

事業対象地は既存発電所敷地内に位置し、民等は存在しない。 
事業対象地に考古学的、歴史的、文化的及び宗教的に貴重な遺産等は存在しない。 

保護区 事業対象地を含む既存発電所敷地は、保護区の指定を受けていない。 
なお、ラムサール条約における重要湿地に指定されている Lake Nagardok Nature 
Reserve は、バベルタオブ島の東側（事業対象地より約 14km）に位置している。 
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図 事業対象地周辺の位置

相手国の環境社会配慮制度・組織

環境配慮組織

① パラオ国環境管理委員会（Palau Environmental Quality Protection Board (EQPB)） 

環境保護法（PNC Title 24, Environmental Quality Protection Act）に基づき設置された委員会で

ある。事業者に対して環境許可の付与を行っている他、許可申請に際して、環境影響評価の実

施の指示等を行っている。なお、EQPB には環境保護法の違反者に対して、罰則を科す権限も

与えられている。 

② パラオ電力公社（Palau Public Utilities Corporation (PPUC)） 

PPUC 電力公社には、特に環境担当部所は定められていないが、環境許可の取得等を含む環

境問題は、CEO/GM（最高経営責任者）が指名した担当者が行っている。 

③ その他（NGOs 等） 

PPUC 及び EQPB にヒアリングを行った結果、本事業に係る NGOs 等は特に見当たらない。 

 

マングローブ林

事業対象地 
（候補地 2） 
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(2) 環境社会配慮法令及び制度 

① 環境保護法 
環境保護法では、環境許可が必要となる開発行為を「人間を取り巻く環境の質に著しい影響

を及ぼす政府事業や法案策定」と規定しており、本プロジェクトも要件である①国有地もしく

は州用地を利用する案件、及び②国もしくは州予算を使う案件に該当することから、環境許可

が必要となる。EQPB は事業者からの提出される環境申請書を審議し、事業者に対して、環境

許可の発付、Environmental Assessment（IEEレベルの環境影響評価）若しくはEnvironmental Impact 

Statement （環境影響評価）の実施を指示する。 

② 大気汚染防止法 
窒素酸化物や硫黄酸化物の環境基準が定められている。また、特定排出源を建設する際に許

認可が必要であることが定められている。 

③ 環境影響評価ガイドライン 
Environmental Assessment 若しくは Environmental Impact Statement が必要とされる場合には、

評価書は EQPB 作成の環境影響評価ガイドライン（Guide to Environmental Impact Assessment 

(2000, EQPB)）に基づき作成されることとなる。 

 

 

 

 

 

プロジェクトスコープの決定（事業者） 

歴史保全局の許可書、土地使用権証書 
州の開発許可証と共に申請書提出 

EQPB による EA が必要か否かの審査 

EA の作成・提出 

EQPB による EIS が必要か否かの審査 

EIS の作成・提出 

環境許可 

地元住民意見の 
聴取等の手続き 

YES 

YES 

NO 

YES 

YES 

NO 

〔備考〕 
EQPB： Environmental Quality 

Protection Board 
（環境保護局） 

EA： Environmental Assessment 
（環境影響評価） 

EIS： Environmental Impact 
Statement 
（環境影響ステートメント） 

出所：EQPB 

環境許可申請書の作成（事業者） 

 

図 2-2-3.2 パラオ国の環境許可手続き 

④ JICA 環境社会配慮ガイドラインとの整合性 
「パ」国の環境法体系と JICA 環境社会配慮ガイドライン（2004 年 4 月）を比較すると、JICA
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環境社会配慮ガイドラインに定められている戦略的環境アセスメントの考え方に基づいた事業

案の比較検討については定められていないものの、住民への意見徴収等、手続きについては概

ね整合がとられていると考えられる。 

本プロジェクトは小規模であり、影響が限定的と考えられること及び大規模な住民移転が発

生しないことから、環境カテゴリー「Ｂ」が適用される。 

なお、「パ」国では前述の通り、大気に係る環境基準は定められているものの、騒音等につ

いては定められていないため、以下の検討においては不足する環境基準については国際的に用

いられている環境基準等を用いることとする。 

⑤ 本事業の環境許可取得の状況 
上述の通り、本事業においても環境許可の取得が EQPB より求められており、その内容は(i) 

土木工事（土砂の移動）、(ii) 廃棄物管理、(iii) 大気汚染物質の排出の 3 許可である。 

PPUC は 2011 年 11 月に環境許可申請及び EA を EQPB に提出し、2012 年 2 月に審査が完了

し、許可証が発行された（permit number 027-12）。本許可証は 3 年間有効である。 

代替案の比較検討

ディーゼル発電設備用建屋について３案の設置位置及びゼロオプション（事業を実施しない案）

の計４案の比較検討を行った。検討結果は次の表に示すとおりである。この結果、ゼロオプション

では、環境面で優れているものの、バベルダオブ・コロール系統を対象とした電力供給の安定化が

図れないことから、本案は推奨されない。また、候補地 1 では技術面及び環境面で劣ること、候補

地 3 では技術面及び環境面でやや優れているものの、運用及び維持管理面、事業拡張性が低いこと

からいずれも推奨されない。従って、候補地 2 の本計画が実施可能な範囲で最も優れた案であると

評価できる。 

 

図 事業対象地周辺の位置

事業対象地 
（候補地 2） 

事業対象地 
（候補地 1） 事業対象地 

（候補地 3） 
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表 2-2-3.3 代替案の検討 

項 目 
候補地２ 
既設発電棟 
隣接案 

候補地１ 
燃料タンク東側案 

候補地３ 
燃料タンク北西側案 

ゼロオプション 
(事業を実施しない案) 

概 要 発電所建屋を既設発電棟

に隣接して設置する案 
発電所建屋を燃料タン

ク東側に設置する案 
発電所建屋を燃料タン

ク北西側に設置する案 
発電設備を設置せず、現

状で推移していく案 
新規発電量 5 MW x 2 基 5 MW x 2 基 5 MW x 2 基 0 MW 

技術面 
（相手国準備工事） 

発電所建屋内の既設設備

の撤去及び改修が必要。 
地形勾配が急な箇所が

あり、盛土及び擁壁、ま

た、既設の建屋、フェン

ス、道路等の移設が必

要。 

緩やかな斜面地であり、

切土及び盛土が必要。 
－ 

 (評価) C C B － 

技術面（建設工事） 
既存発電所内の更地上の

工事であり、工事上の制

約は特にない。 

既存設備に挟まれた場

所であるため、工事スペ

ースの確保が困難。 

更地上の施工であり、工

事上の制約は特にない。 － 

 (評価) A C A － 

環境面 

南側に樹林地を介してマ

ングローブ林が存在する

が、工事計画及び施工範

囲を工夫することによ

り、影響は低減可能。 

自然環境面では、付け替

え道路工事によりマン

グローブ林の一部消滅

が生じる可能性が高く

影響は大きい。 

自然環境面では、設置位

置が主に草地等であり、

自然環境への影響は小

さい。 

2011年 11月５日に発生

したアイメリーク発電

所の火災に伴う既存施

設はすべて運転停止状

態にあることから、現状

で推移した場合、自然環

境への影響はない。 
周辺住居までの距離が現

状と同程度であり、騒音

等の影響は候補地 1 より

も小さい。 

周辺住居までの距離が

現状より若干短くなる

ため、騒音等の影響が候

補地 2 よりも大きい。 

周辺住居までの距離が

現状と同程度であり、騒

音等の影響は候補地 1
及び候補地 2 よりも小

さい。 

長年に渡り、地元住民か

ら苦情が出されていた

が、現状で推移した場

合、騒音や排ガス等の生

活環境の影響はない。 
 (評価) B C Ｂ Ａ 

社会面 

新規の用地買収、住居の

移転等はない。 
同左 政府から PUCC への土

地移転が必要である。 
上記火災後は、コロール

及びバベルダオブ島で

計画停電が実際されて

いるなど電力供給の安

定化が図れず、現状で推

移した場合、社会経済面

の影響が大きい。 
 (評価) A A C Ｄ 

運用面  

既存建屋に隣接してお

り、運用、維持管理の面

で利便性が高い。 

既存建屋に比較的近く、

候補地 2 よりは劣るも

のの利便性が高い。 

既存建屋と離隔があり、

利便性が低いが維持管

理面で特段の支障はな

い。 

マラカル発電所一箇所

のみが運転される場合、

故障等のリスクも増加

し、発電設備の計画的な

更新が困難となる。 
 (評価) A B B Ｄ 

事業拡張性 

既存建屋を利用した改

修・事業拡張が可能であ

る。 

既存建屋に比較的近く、

候補地 2 よりは劣るも

のの拡張性は高い。 

周辺に敷地は十分残さ

れているものの民有地

であり、事業拡張に際し

ては、新たな用地取得の

必要がある。 

－ 

 (評価) A B C － 

総合評価 

技術面及び環境面で相対

的にやや劣るものの、社

会面、運用面、事業拡張

性の観点から最も優れて

いる。 

技術面及び環境面で劣

るため、推奨されない。 
技術面及び環境面でや

や優れているものの、運

用及び維持管理面、事業

拡張性の観点で候補地

2 より劣る。 

環境面で優れているも

のの、バベルダオブ・コ

ロール系統を対象とし

た電力供給の安定化が

図れないことから、本案

は推奨されない。 
 (評価) A C B D 

A: 最適、B: 他と比較して優れている、C: 他と比較して劣る、D: 最も劣る  
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2-2-3-1-5 スコーピング 

最終要請内容及び現地踏査の結果を元に、環境社会配慮ガイドラインに基づきスコーピング（A

±：重大な正又は負の影響が想定される項目、B±：正又は負の影響が想定される項目、C±：軽微

な正又は負の影響が想定される項目、D：影響が及ぶことが予測されない項目）を行った。この結果、

本事業の実施は、不可逆的且つ重要な環境影響を及ぼすものでないことが確認された。また、非自

発的住民移転も発生しないことが確認された。一方、大気汚染、水質汚濁、廃棄物、騒音・振動、

生態系、既存の社会インフラや社会サービス、景観、HIV/AIDS 等の感染症、労働環境、事故、越境

の影響及び気候変動において配慮が必要であることが確認された。今後の調査において詳細を検討

するとともに、検討結果は設計時及び供用時の方針に反映させる。 

表 2-2-3.4 スコーピング（第一次現地調査時） 

対象 No. 影響項目 
評価 

評価理由 
工事中 供用時 

汚染対策 1 大気汚染 C- C- 工事中：建設機械の稼働等に伴い、一時的に

大気質の悪化が想定される。 
供用中：発電施設の稼働に伴い、大気質の悪

化が想定される。但し、発電所の規模を考慮

すると、大気質の悪化は限定的であると想定

される。 
 2 水質汚濁 C- C- 工事中：掘削に伴う濁水の発生も懸念される

が、施設の規模は小規模であり、工事期間中

に濁水処理設備を設置することにより、影響

の低減は可能である。 
供用中：発電施設において冷却水が必要とな

るが、クローズドシステムとして循環利用す

る計画であり、排水の発生は無い。 
 3 廃棄物 C- C- 工事中：既存建屋の一部解体に伴う建設廃棄

物及び地下掘削伴う建設残土が発生する。し

たがって、建設廃棄物並びに残土の適切な処

理が求められる。 
供用中：発電施設から発生するスラッジ（残

渣油）の適切な処理が必要である。 
 4 土壌汚染 D D 土壌汚染を引き起こすような作業・施設は想

定されない。 
 5 騒音・振動 C- C- 工事中：建設機材の稼働等に伴い、一時的に

騒音等の発生が想定される。 
供用中：発電施設の稼働に伴う騒音等の発生

が想定される。 
 6 地盤沈下 D D 地下水揚水や地盤沈下を引き起こす作業・施

設は想定されない。なお、調査時に地質調査

を実施し、地盤の支持力等を検討する。 
 7 悪臭 D D 悪臭を引き起こす作業・施設は想定されない。 
 8 底質 D D 底質の悪化を引き起こす作業・施設は想定さ

れない。 
自然環境 9 保護区 D D 事業対象地及びその周辺に、国立公園や保護

区は存在しない。なお、バベルタオブ島東側

にラムサール条約の重要湿地として指定され

ている Lake Nagardok Nature Reserve が存在

するが、事業対象地より約 14 km に位置して
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対象 No. 影響項目 
評価 

評価理由 
工事中 供用時 

いる。 

 10 生態系 C- D 工事中：事業対象地はアイメリーク発電所用

地内の既存施設に隣接した更地であり、希少

動植物は存在しない。ただし、南側は樹林を

隔ててマングローブ林が存在しており、工事

中に土砂流出によるマングローブ林への影響

が懸念される。 

供用中：生態系に影響を及ぼす作業・施設は

想定されない。 
 11 水象 D D 事業対象地周辺には湖沼・河川は存在せず、

また、水象に影響を及ぼす作業・施設は想定

されない。 
 12 地形・地質 D D 大規模な切土・盛土は計画されていないこと

から、地形・地質への影響は想定されない。 
社会環境 13 住民移転 D D 工事中：事業対象地はアイメリーク発電所用

地内であり、住居等は存在せず、住民移転は

ない。 
供用中：供用中の住民移転はない。 

 14 貧困層 D C+ 工事中：事業対象地はアイメリーク発電所用

地内であり、先住民族等は存在しない。 
供用中：パラオの経済発展及び国民生活にと

って安定した電力供給は不可欠である。従っ

て、本事業の実施は、貧困層を含めた全国民

への社会サービスの拡充が見込まれる。 
 15 少数民族・ 

先住民族 
D D 事業対象地及びその周辺に、少数民族・先住

民族は存在しない。 
 16 雇用や生計手

段等の地域経

済 

C+ C+ 工事中：工事に際して、地元住民の雇用が想

定されることから、正の影響が見込まれる。 
供用中：安定した電力供給の確保により、社

会サービスの向上、市場の拡大が見込まれる

ことから、雇用環境及び地域経済に正の影響

が見込まれる。 
 17 土地利用や地

域資源利用 
D D 本事業の実施による土地利用の変更は見込ま

れない。 
 18 水利用 D D 本事業は水利用に影響を及ぼすものではな

い。 
 19 既存の社会イ

ンフラや社会

サービス 

C- D 工事中：重機及び資機材の運び込み等は基本

的にマラカル港から発電所南側の岸壁まで海

上輸送を計画しているが、既設の埠頭より事

業対象地まで陸送道路を使用する。この道路

は生活用道路ではないものの、埠頭からボー

トを下す住民も週末を中心としていることか

ら、対策が必要である。 
供用中：電力の安定供給により、医療施設や

学校等教育施設に対し、より安定したサービ

ス提供が可能になるものと考えられる。 
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対象 No. 影響項目 
評価 

評価理由 
工事中 供用時 

社会環境 
（続き） 

20 社会関係資本

や地域の意思

決定機関等の

社会組織 

D D 本事業は社会資本並びに社会組織に影響を及

ぼすものではない。 

 21 被害と利益の

偏在 
D D 公共サービスとしての電力事情が改善される

ため、周辺地域に不公平な被害と便益をもた

らすものではない。 
 22 地域内の利害

対立 
D D 公共サービスとしての電力事情が改善される

ため、利害の対立への影響は見込まれない。 
 23 文化遺産 D D 事業対象地及びその周辺地域には、特筆すべ

き文化遺産等は存在しない。 
 24 景観 D C- 事業対象地及びその周辺地域には、主要な眺

望点として北東側１km のアプローチ道路沿

いに古墳が存在する。供用中には発電建屋及

び煙突の存在による景観の影響が想定され

る。 
 25 ジェンダー D D 本事業はジェンダーの格差に影響を及ぼすも

のではない。 
 26 子供の権利 D D 本事業は子供の権利に影響を及ぼすものでは

ない。 
 27 HIV/AIDS 等の

感染症 
C- D 大規模な工事は想定されないが、工事作業員

の流入により、適切な衛生教育が実施されな

い場合、感染症の拡大の可能性がある。 
 28 労働環境（労働

安全を含む） 
C- D 工事中：工事の実施に際して、労働環境に配

慮する必要がある。 
供用中：労働者に負の影響を及ぼす作業は想

定されない。 
その他 29 事故 C- C- 工事中：工事の実施に際して、事故に対する

配慮が必要である。 
供用中：供用中に事故に対する配慮が必要で

ある。 
 30 越境の影響及

び気候変動 
D C- 供用中は、発電施設の稼働に伴う温室効果ガ

ス量の発生増加が懸念される。 
A±：重大な正又は負の影響が想定される項目 
B±：正又は負の影響が想定される項目 
C±：軽微な正又は負の影響が想定される項目 
D  ：影響が及ぶことが予測されない項目 
 

2-2-3-1-6 環境社会配慮調査の TOR 

スコーピング結果を踏まえ、環境社会配慮調査の TOR を次に示すとおり検討した。 
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表 2-2-3.5 環境社会配慮調査の TOR 

No. 影響項目 評価 調査項目 調査方法 

１ 大気汚染 
工事中

C- 
供用時 

C- 

 大気質の現況把握 
 環境基準等の確認 
 大気質への影響（工事中及び供用

時） 

 事業対象地及びその周辺の現地踏査 
 事業対象地周辺住民へのヒアリング 
 既存資料調査に基づく考察 

２ 水質汚濁 

工事中
C- 

供用時 
C- 

 工事中の濁水の影響（工事中及び

供用時） 
 事業対象地及びその周辺の現地踏査 
 既存資料調査 

３ 廃棄物 

工事中
C- 

供用時 
C- 

 建設廃棄物の処理方法、建設残土

の処理方法 
 供用時の廃棄物の処理方法 

 関係機関へのヒアリング 
 類似施設調査 

５ 騒音・振動 

工事中
C- 

供用時 
C- 

 騒音振動の現況把握 
 環境基準等の確認 
 騒音振動の影響（工事中及び供用

時） 

 現地踏査（現地調査を含む） 
 事業対象地周辺住民へのヒアリング 
 既存資料調査に基づく考察 
 影響の簡易検討 

10 生態系 工事中
C- 

 周辺生態系の現況把握 
 工事中の生態系に及ぼす影響 

 既存資料調査 
 工事中の保全対策の確認（工法の検討） 

18 

既存の社会
インフラや
社会サービ
ス 

工事中
C- 

 既存の社会サービスに及ぼす影

響 
 既存資料調査 
 工事中の保全対策の確認 

24 景観 供用時 
C- 

 主要眺望点からの景観の変化の

状況（供用時） 
 既存資料調査 
 現況写真に計画建屋等を重ね合わせて検

討する方法 

27 HIV/AIDS 等
の感染症 

工事中 
C- 

 事業対象地周辺地域における疾

病状況 
 既存資料調査 
 関係機関へのヒアリング 
 事業対象地周辺住民へのヒアリング 
 

28 
労働環境（労
働安全を含
む） 

工事中 
C- 

 工事中の労働安全対策  既存資料調査 
 類似事例調査 

29 事故 

工事中
C- 

供用時 
C- 

 作業事故状況  既存資料調査（工事マニュアル、作業手順

マニュアル、保守管理マニュアルなど） 
 類似事例調査 

30 
越境の影響
及び気候変
動 

供用時 
C- 

 発電施設の温室効果ガスに及ぼ

す影響 
 既存資料調査 
 影響の簡易検討（温室効果ガス発生量） 

出所：JICA 調査団 

2-2-3-1-7 環境社会配慮調査結果 

(1) 大気汚染 

「パ」国では、大気質等の現況について定期的な監視測定はなされていない。事業対象地及び

その周辺には、既存のアイメリーク発電所以外に主要な大気汚染発生源はみあたらない。また、

本環境社会配慮調査で採用する環境基準及び規制基準等は以下に示すとおりである。「パ」国に

当該基準が存在しない場合は、国際基準及び我が国の基準を準用することとした。 
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表 2-2-3.6 環境影響評価で採用する環境基準及び規制基準 

環境影響項目 「パ」国基準 国際基準* 日本の基準 本計画基準 

窒素酸化物 

環境基準 

年間平均で 0.05ppm

以下 

  年間平均で 0.05ppm 

以下 

硫黄酸化物 

環境基準 

年間平均で 0.02ppm

以下 

  年間平均で 0.02ppm 

以下 

排気ガス中の

NOx 排出基準 

無し 世銀ガイドライン：O2 

13%、2,000mg/Nm3 以下 

換算値約 1,200ppm 以下 

大気汚染防止法： 

O2 13%, 950ppm 以下 

O2 13%, 950ppm 以下 

*: World Bank, 1998, Pollution Prevention and Abatement Handbook 

【工事中】 

工事中には一時的ではあるが建設機械が複数同時稼働することから、周辺への大気汚染の

影響が懸念される。工事用車両の走行による影響については、作業重機、工事用資機材、発

電機等の大型機器及び関連資機材は海上輸送にて運搬を行うことから、影響は小さいものと

考える。 

建設機械の稼動による大気汚染の影響については、以下に示すとおりの環境保全措置を講

じる計画としている。 
 工事工程の平準化により、建設機械の集中稼働を避ける。 
 事業対象地内の建設機械の稼働に際して、極力アイドリングストップを心がける。 
 各建設機械については、極力低排出ガス型建設機械の使用に努める。 
 粉じんの起こりやすい作業場所については、適宜散水等を行うことにより、粉じんの飛

散を防止するほか、必要に応じて防塵ネットの設置を検討する。 

また、事業対象地より最寄りの住居までの距離が 300ｍ程度であり近傍に住居が存在しな

いものの、風向等により影響が拡散する場合も想定される。このことから、工事に際しては、

風向等を確認しつつ、上記に示したとおりの環境保全措置を講じることから、建設機械の稼

働に伴う大気環境への影響は小さいものと考える。 

【供用時】 

供用時には発電施設の稼働に伴い、周辺への大気汚染の影響が懸念される。このため、事

業対象地周辺住民へ現状の環境（火災事故前）に対するヒアリングを行った。そのうち、大

気汚染に係わる主な意見内容は次のとおりであった。大気汚染の原因となる主要な排ガス発

生源は周辺に存在しないことから、これらの苦情は既存のアイメリーク発電所からの煙突排

ガスによる影響と考えられる。 
 風向きにより既存洗濯物の表面が汚れる場合があり、改善を望む。 
 家電及び家具等の表面が汚れる。 

予測及び評価は、既存資料を参照することにより、供用時の施設稼働に伴う大気汚染の影

響を検討する手法により行った。ここでの既存資料とは、「パラオ国電力供給改善マスター

プラン調査」、「パラオ国首都圏電力供給能力向上計画準備調査（その 1）」（以下、それ

ぞれ「マスタープラン調査」、「準備調査」という。）とした。 
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マスタープラン調査では、次表に示すとり、既設アイメリーク発電所内のタンクヤード西

側をプロジェクトサイトと設定のうえ、排ガス量等の与条件を基本に、煙突排ガスの最大着

地濃度が試算されている。ここで、本事業の計画とマスタープラン調査時点の計画とを比較

すると、以下に示す観点から、本事業の施設稼働に伴う大気汚染濃度はマスタープラン調査

時点で想定した影響よりも小さいものとなる。 
① マスタープラン調査では、5MW×7 基の重油焚き発電機が稼働することを想定して計算

が、本プロジェクトでは 5MW×2 基のディーゼル発電機と数量が減少すること。 
② 燃料を C 重油から軽油に変更すること。 

さらに、本事業においては、各設備の定期点検を実施し、常に正常な運転を行うよう維持

管理を徹底する等の環境保全措置を講じることから、施設の稼働に伴う周辺大気環境への影

響は小さいものと考える。また、既存アイメリーク発電所施設を非常用のバックアップ用電

源とし、通常は本プロジェクトで調達する発電施設のみの運転となる計画であることから、

大気環境は現状より改善するものと考える。 

表 マスタープラン調査における排ガス影響予測条件及び予測結果

区 分 内 容 

計算条件 

ディーゼル発電機容量及び運転台数 5MW クラス×7 台 
排ガス量 31,600Nm3/h・台 
排ガス温度 365℃ 
排ガス中窒素酸化物濃度 950ppm 

排ガス中硫黄酸化物濃度 
1,125ppm 
（S 分 4.5%の重油の場合） 

煙突高さ 20m 
煙突径（排出口） 0.85m 

計算結果 
（最大着地濃度） 

窒素酸化物：0.01565ppm 
硫黄酸化物：0.01618ppm 

「パ」国大気環境基準 窒素酸化物：0.05ppm 
硫黄酸化物：0.02ppm 

 

水質汚濁

「パ」国では、河川、海域及び湖沼の水質等に係る現況について、定期的な監視測定はなされ

ていない。 

【工事中】 

工事中には、発電機建屋の杭工事、土工事及び発電機設置に伴い、小規模ではあるものの

地下を掘削する計画としていることから、工事現場内からの濁水、土砂流出に伴う周辺海域

水質への影響が懸念される。このような懸念される影響に対して、以下の保全措置を講じる

計画である。周辺には住民の生活利用がなされているような河川等も存在しないことから、

建設工事に伴う水質汚濁の影響は小さいものと考える。 
 相手国負担の準備工事に際しては、工事現場内の濁水流出対策として、工事範囲内もし

くはその周囲に水質汚濁防止膜及び沈砂池を設置する。 
 建屋の配置を可能な限り北西側に配置のうえ南側の斜面地からの離隔を確保することに

より、掘削範囲をアイメリーク既存発電所の敷地内（すでに基盤が整備された土地内）
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とし、南側及び東側の斜面地（樹林地）内は掘削しない計画とする。 
 既存資料調査及び現地踏査の結果を踏まえ、事業対象地が海沿いのマングローブ林まで

20～30ｍ程度と近接していることから、マングローブ林との境界沿いの一部に土砂流出

防止柵の設置を検討する。 
 「パ」国では乾季・雨季が存在するが、雨季の中でも降雨量が多い 5 月から 9 月までの

時期及び予め大雨が想定される場合には、土工事及び掘削工事を極力避けることにより、

土砂流出の影響を低減する。 

【供用時】 

供用時には、発電施設において冷却水が必要となるが、この冷却水については循環利用す

るクローズドシステムとする計画である。また、このほか燃料油、潤滑油及び廃油等の排出

に伴う水質汚濁の影響が懸念されるが、本事業において設置する①廃油処理装置、②油水分

離装置（PPUC が日本側工事前に設置する予定）により 2 段階で処理を行う計画としている

ことから、影響は小さいものと考える。 

(3) 廃棄物 

【工事中】 

工事中には、既存建屋の一部解体に伴う建設廃棄物、地下掘削に伴う建設残土が発生する

ことから、これらの処理が懸念される。 

既存建屋の一部解体に伴い、コンクリートガラ、金属くず等の建設廃棄物が発生するが、

EQPB もしくは州政府が許可を与えている処理業者に収集・運搬・リサイクル・処分を委託

する計画である。また、建設残土については、掘削等に伴う発生土を可能な限り場内の埋め

戻し土若しくは PUCC の敷地内で再利用する予定である。また、再利用が困難な建設発生土

については、EQPB もしくは州政府より許可を受けている処理業者により処分地に搬出を行

い、適正に処理する計画である。従って、工事中の廃棄物処理に伴う影響は小さいものと考

える。 

【供用時】 

供用時には、スラッジ（残渣油）の処理が懸念される。これについては、小型の廃油焼却

炉を設置のうえ、発生する廃油を焼却処分など適正に処理する計画としている。従って、供

用時の廃棄物処理に伴う影響は小さいものと考える。 

(4) 騒音・振動 

「パ」国では、騒音及び振動等の現況について定期的な監視測定はなされていない。また、事

業対象地及びその周辺には、既存のアイメリーク発電所以外に主要な騒音振動発生源はみあたら

ない。また、本環境社会配慮調査で採用する環境基準は次に示すとおりである。 
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表 2-2-3.8 環境影響評価で採用する環境基準及び規制基準 

環境影響項目 「パ」国基準 国際基準* 日本の基準 本計画基準 

発電設備によ

る騒音 

無し 世銀ガイドライン： 

住宅地：昼間 55dB 以下 

    夜間 45dB 以下 

環境基本法：環境基準 

住宅地：昼間 55dB 以下 

    夜間 45dB 以下 

近隣住宅地： 

昼間 55dB 以下 

夜間 45dB 以下 

*: World Bank, 1998, Pollution Prevention and Abatement Handbook 

【工事中】 

工事中には一時的ではあるが建設機械が複数同時稼働することから、周辺への騒音及び振

動の影響が懸念される。工事用車両の走行による騒音及び振動の影響については、作業重機、

工事用資機材、発電機等の大型機器及び関連資機材の運搬は海上輸送にて行うことから、影

響は小さいものと考える。 

建設機械の稼動による騒音及び振動の影響については、以下に示すとおりの環境保全措置

を講じる計画としている。 
 建設機械は、可能な限り低騒音型及び低振動型の建設機械を使用する。 
 工事区域の外周に仮囲い（高さ 3ｍ）を設置することにより、周辺への騒音影響の低減

を図る。 
 発生騒音及び発生振動が極力少なくなるような施工方法や手順を十分に検討する。 
 事業対象地内の建設機械の稼働に際して、不要なアイドリングをしないよう徹底する。 

また、上記に示したとおりの保全対策を講じることに加え、事業対象地から最寄りの住居

までの距離が 300ｍ程度であり近傍に住居等が存在しないことから、建設機械の稼働に伴う

騒音振動の影響は小さいものと考える。 

【供用時】 

供用時には発電施設の稼働に伴い、周辺への騒音振動の影響が懸念される。このため、事

業対象地周辺住民へ現状（火災事故前）の環境に対するヒアリングを行った。そのうち、騒

音及び振動に係わる主な意見内容は次のとおりであった。騒音及び振動の主要な発生源が周

辺に存在しないことから、アイメリーク既存発電所から発生する騒音及び振動によるものと

考えられる。 
 騒音は恒常的に発電所方向から聴こえてくるが、我慢できない程度ではない。 
 振動は毎時間ではないものの、不定期に感じられる。 

現状（火災事故前）の騒音については、既存発電所建屋内及びその周辺で現地調査を実施

した。また、周辺民家においても上記のヒアリングを兼ねて騒音の現地調査を行った。主な

騒音発生源としては、建屋内のディーゼル発電機のほか、ラジエータ、発電建屋の換気ファ

ンであった。敷地周囲の騒音レベルは 69.2 dB(A)～84.4 dB(A)であり、敷地東側が最も高い状

況であったがこれはラジエータの影響によるものである。 

周辺民家の騒音レベルは 55.4 dB(A)～56.9 dB(A)であり、本計画基準として設定した世銀ガ

イドライン上の許容値（居住地域の昼間：55 dB(A)以下）を上回っていた。調査中の聴き取

りにおいてもラジエータや換気ファンの音が到達していることが確認できた。 
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表 現状（火災事故前）の騒音調査結果（既存発電所及びその周辺、最寄り民家等）

調査地点 騒音レベル 
①ディーゼル発電機側（機側 1m） 92.1 dB(A) 
②建屋壁内側  91.9 dB(A) 
③建屋壁外側 70.7 dB(A) 
④ラジエータ（機側 1m） 92.0 dB(A) 
⑤敷地南東側 72.5 dB(A) 
⑥敷地北側 83.3 dB(A) 
⑦敷地東側 84.4 dB(A) 
⑧敷地西側 69.2 dB(A) 
⑨北東側民家 55.4 dB(A)～56.9 dB(A) 
⑩北側民家 55.5 dB(A) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 現状の騒音調査地点（既存発電所及びその周辺、最寄り民家等）

次に、騒音の伝播、距離減衰、障壁による減衰を簡易予測式により計算し、アイメリーク発電

所周辺の民家における騒音レベルを予測した。予測手法は、次に示すとおりである。 

予測手法

① 主要機器の騒音レベル 
一般的な同種設備の騒音レベル及び類似事例調査に基づき、機器毎の騒音レベルは次に示す

とおりとした。 

表 騒音予測で使用した機器毎の騒音レベル

機器名 台数 騒音レベル 備 考 

Diesel Engine Generator  2 96 dB(A) 機側１m の騒音レベル 

Radiator 4 81 dB(A) 同上 
 
 
 

①①②②③ ④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
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② 騒音の距離減衰 
騒音の距離減衰式は次に示すとおりとした。 

ΔL = L1－L2 =20 log (r2/r1)                          (2.1) 

L1, r1 及び r2 が既知であれば、L2 (予測点の騒音レベル)は以下の式で求められる。 
L2 = L1－ΔL 

ここで、 

ΔL ：騒音の距離減衰 
L1 ：音源から距離 r1 の位置での騒音レベル (通常 r1=1m ) 
L2 ：音源から距離 r2 の位置での騒音レベル 

③ 障壁による騒音の減衰 
障壁による騒音の減衰は次のように計算される。 

δ=A+B-d 

N=δf/170 

R=10 log N + 13                   (3.1) 

ここで、 

S ：騒音源の位置 
O ：障壁の上端 
P ：騒音予測点 
A ：S と O の間の距離 (m) 
B ：O と P の間の距離 (m) 
d ：S と P の間の距離 (m) 
f ：騒音の周波数 (Hz) 
R ：騒音レベルの減衰 (dB) 

④ 騒音の合成 
個別の騒音レベルは次の式で合成される。 

Lp = 10 log ( 10L1/10＋10L2/10+10L3/10 ・・・+10Lx/10 )              (4.1) 

ここで、 

Lp ：合成された騒音レベル 
Li ：個々の機器の騒音レベル (i=1,2,3・・・・x) 

⑤ 騒音レベルの予測 

[ステップ 1] 
ディーゼルエンジン、ラジエータ等の個別の騒音源から発生する騒音の減衰量を、(2.1)式及

び(3.1)式から算出する。 

[ステップ 2] 
予測地点における騒音レベルの合成値を(4.1)式によって求める。予測点における合成騒音レ

ベルは、周波数帯別の騒音レベル、機器毎の騒音レベルを合成したオーバーオールの値である。 

 

O 

S P 

A B 

ｄ 
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⑥ 騒音レベル超過減衰量の算定 
騒音レベルの伝播は一般に草木や森林がある場合は、それによる減音効果（超過減衰量）が

見込まれる。本予測の対象地点は事業対象地より森林等を介して概ね 300ｍ程度離れているこ

と、また対象家屋からは事業対象地が見通せないことにより、本減衰量を考慮することは妥当

と考える。 

ここで、現在稼働中のアイメリーク既存発電所の影響を対象に現況再現予測を行った結果及

びその影響を対象に周辺民家で測定した結果を示す。これにより、アイメリーク既存発電所付

近の騒音伝播については、300ｍ程度離れた場合に概ね 4 dB (A)程度の超過減衰量が確認された。 

表 2-2-3.11 騒音レベル超過減衰量の算定結果 

区分 現況再現計算結果 
（①） 

測定結果 
（②） 

超過減衰量(①－②) 
（※概ね 300m 程度の距離）(①－②) 

⑨北東側民家 61.1 dB(A) 56.9 dB(A) 4.2 dB(A) 
⑩北側民家 59.4 dB(A) 55.5 dB(A) 3.9 dB(A) 

 

⑦ 予測条件 
騒音予測に際しては、既存の発電施設が停止していることを前提とした。 

2) 予測結果 

騒音予測結果を表 2-2-3.12 及び図 2-2-3.5 に示す。「パ」国には騒音に関する規制基準が存在し

ないことから、国際基準（世界銀行の基準値）を準用して、比較評価を行った。この結果、アイ

メリーク発電所近隣の民家の騒音レベルは、世銀の基準値を下回ることとなる。また、現状騒音

レベルは北東側民家で 56.0 dB (A)、北側民家で 55.4 dB (A)程度であるが、発電所のリプレース後

は現状の騒音レベルを下回るものと想定される。 

表 2-2-3.12 騒音レベル予測結果 

単位：dB (A) 

地域区分 
騒音レベル予測結果 国際基準* 《参考》現況騒音レベル 
⑨北東側 

民家 
⑩北側 
民家 昼間 夜間 北東側 

民家 
北側 
民家 

住居地域 
研究・教育施設 39.3  38.7 55 45  56.0 55.4 

*: World Bank, 1998, Pollution Prevention and Abatement Handbook 
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図 騒音予測結果及び騒音予測地点等

以上のことから、発電施設の稼働に伴う騒音の予測結果は、最寄りの家屋で 38.7 dB(A) ～39.3 

dB(A)となり、本計画の基準として設定した基準値を下回ることとなる。さらに、発電建屋の出入

り口にはシャッターを設けて可能な限り閉止する、設備機器の整備・点検を徹底するなどの環境

保全措置を講じることにより、施設の稼働に伴う周辺環境への影響は小さいものと考える。 

生態系

【工事中】 

事業対象地はアイメリーク発電所用地内の既存施設に隣接した更地であり、希少動植物は

存在しない。但し、南側は樹林を隔ててマングローブ林が存在しており、工事中に土砂流出

によるマングローブ林等に生息する動植物及び生態系への影響が懸念される。 

このような懸念される影響に対して、次のような措置を講じる計画である。さらに低騒音、

低振動型建設機械を使用するとともに、夜間工事を実施しないなど、可能な限り動物の生息

環境への影響を抑制するよう努める計画であることから、生態系の適切な保全が図られるも

のと考える。 
 相手国負担の準備工事に際しては、工事現場内の濁水流出対策として、工事範囲もしく

はその周辺に水質汚濁防止膜及び沈砂池を設置する。 
 建屋の配置を可能な限り北西側に配置のうえ南側の斜面地からの離隔を確保することに

より、掘削範囲をアイメリーク既存発電所の敷地内（すでに基盤が整備された土地内）

とし、南側及び東側の斜面地（樹林地）内は掘削しない計画とする。 
 既存資料調査及び現地踏査の結果を踏まえ、事業対象地が海沿いのマングローブ林まで

20～30ｍ程度と近接していることから、マングローブ林との境界沿いの一部に土砂流出

防止柵の設置を検討する。 
 「パ」国では乾季・雨季が存在するが、雨季の中でも降雨量が多い 5 月から 9 月までの

時期及び予め大雨が想定される場合には、土工事及び掘削工事を極力避けることにより、

土砂流出の影響を低減する。 

⑨

⑩

予測結果：北側民家： 
38.7 dB(A) 予測結果：北東側民家： 

39.3 dB(A) 

プロジェクトサイ
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図 事業対象地周辺のマングローブ林の状況

既存の社会インフラや社会サービス

【工事中】 

工事の実施に際し、重機及び資機材の運搬等は南側の海上輸送を基本とするが、既設の埠

頭より事業対象地までの区間は陸送道路を使用する計画としている。当該区間では、既設の

埠頭を利用する一般車の往来が週末に稀に見られる程度であるが、重機及び資機材の運搬に

関して、このような住民の移動に一部支障を来たす可能性がある。 

これに対し、発電機や建設重機の運搬時に陸送道路の当該区間を一部閉鎖することにより、

周辺住民の移動に伴う安全を確保する、周辺住民等へ工事用車両の運行経路、工事期間等の

お知らせを 2 週間前までに掲示等により行う等の措置を講じることから、工事中の周辺住民

の移動に伴う安全に対する影響は小さいものと考える。 

景観

【供用時】 

事業対象地及びその周辺地域には、主要な眺望点として北東側 1 km のアプローチ道路沿い

に古墳が存在する。供用時には発電建屋及び煙突の存在による景観の影響が想定される。こ

のような懸念される影響に対して、上記の古墳周辺から撮影した現況写真に計画建屋イメー

ジを重ね合わせることにより景観の検討を行った。 

検討結果は、次に示すとおりである。森林の奥中央にアイメリーク発電所が視認でき、そ

の既存建屋に隣接して、事業対象地の建屋が出現する（図中赤色着色部）。供用後の景観は、

計画建屋が出現するものの、対象事業地外周部の既存の樹林を極力保全し、計画建屋の高さ

を既存建屋や周辺樹林と同程度の高さにすることから、供用後の景観の変化の程度は小さい

マングローブ林

事業対象地 
（候補地２） 
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ものとなる。さらに、計画建屋については、既存建屋や周辺樹林地等の環境に溶け込む色彩

にするなど、デザインや色彩、仕上げ等に配慮を行うなどの環境保全のための措置を講じる

ことから、周辺環境との調和が保たれるものと考える。 

 

図 供用後の景観変化

等の感染症

【工事中】 

大規模な工事は想定されないが、工事作業員の流入により、適切な衛生教育が実施されな

い場合、感染症の拡大の可能性がある。 

国連の資料（UNGASS：United Nations General Assembly Special Session on HIV and AIDS 2008 
Country Progress Report）によれば、「パ」国の HIV 感染人数は 2008 年度時点で「パ」国の

全国民のうち 7 人と報告されている。 

特に 2006 年以降、「パ」国は HIV/AIDS 対策に係る政策が強化され、若年層への教育とい

った HIV/AIDS 対策が推進されている。このような「パ」国の政策に基づき、工事時に請負

業者に対して、外部から流入する労働者に対する適切な安全衛生教育の実施を徹底する等の

措置を講じることから、外部労働者流入に伴う感染症拡大の影響は小さいものと考える。 

労働環境（労働安全を含む）

【工事中】 

大規模な工事は想定されないが、工事の実施に際して、工事作業員の労働環境に配慮する

必要がある。これに対し、安全管理の責任者を設置し、雇い入れ時の安全衛生教育や、定期

的な安全ミーティングを開催する計画とする、安全に配慮した工事計画を立案する、「パ」

国の労働関連法の順守状況を確認する（子供の就労問題等を含む）等の措置を講じることか

ら、工事中の労働環境に対する影響は小さいものと考える。 

アイメリーク既存発電所 
事業対象地 
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(10) 事故 

【工事中】 

大規模な工事は想定されないが、工事の実施に際して、事故に対する配慮が必要である。

PPUC に既存施設建設中の労働災害及び事故について、ヒアリングを行ったところ、過去の

類似施設の建設工事においては大規模な事故は報告されていない。一方、一般的に軽度の事

故が重度の事故につながる危険性も指摘される。このようなリスク軽減のため、以下に示す

とおりの措置を講じることから、工事中の労働環境に対する影響は小さいものと考える。 
 安全管理計画を策定したうえで安全衛生責任者を設置する。 
 作業員雇い入れ時の安全衛生教育を行うほか、定期的な安全ミーティングを開催する。 
 安全に配慮した工事計画を立案する。 
 建設機械及び工事車両に関する定期点検の実施により事故防止を図る。 

【供用時】 

供用時には発電施設の稼働に伴う事故に対する配慮が必要である 

供用中の事故については、2011 年 11 月 5 日にアイメリーク既存発電所において火災事故

があったことに伴い、その後、大統領の指示の下、警察、司法省及び PPUC により原因究明

の調査が行われた。 

これを踏まえ、PPUC は運転維持管理に従事する職員に対して、安全教育・訓練を徹底す

るとともに、安全対策、日常の定期検査及び緊急時の対応について、安全責任者を中心に組

織内従業員全体でマニュアルの見直しを行っているところである。本プロジェクトにおいて

は見直しが行われた安全対策が適用されることから、供用時の安全について事故防止や安全

管理が図られるものと考える。なお、安全対策については、JICAシニアボランティア及び長

期専門家等の指導や業者の初期指導を仰ぎつつ、更なる徹底を図る計画である。 

(11) 越境の影響及び気候変動 

【供用時】 

供用中は、発電施設の稼働に伴う温室効果ガス量の発生増加が懸念される。 

これについて、次の資料を参考に、アイメリーク既存発電所を停止し、本事業で新設する

発電所の稼働とした場合、及び既存発電所の稼働を継続した場合の 2 ケースについて CO2発

生量の検討を行った。検討は、「電力エネルギー分野における気候変動対策の案件形成指針

調査最終報告書」（平成 20 年 8 月、国際協力銀行）を参考とした。 

CO2 発生量の検討結果は次に示すとおりであり、既存発電所を停止し、本事業で新設する

発電所の稼働とした場合は、既存発電所の稼働を継続した場合に比べて CO2 発生量が 9,851 
t-CO2 増加する（増加率約 29％）ものの、地球規模で考える際には大きな変化はない。 
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表 2-2-3.13 地球温暖化ガスの排出量予測 

区分 発電電力量 
（kW/h） 

CO2 発生量 発電設備 
熱効率 

CO2 発生量 
増加率 

本プロジェクト 72,000 44,134 t-CO2 43.5％ 
28.7％ 本プロジェクトを実施せず、既存

発電所が稼働を継続した場合 45,000 34,282 t-CO2 35.0％ 

 

さらに温室効果ガス削減の観点から、以下に示すとおりの措置を講じる計画としているこ

とから本事業は温室効果ガスの影響の低減に配慮されたものであると考える。 
 適切な断熱性・気密性の確保など建築的配慮により空調負荷の削減に努める。 
 設備機器は、エネルギー効率の高い機器の使用に努めるほか、定期的な整備点検を徹底

する。 

2-2-3-1-8 影響評価 

環境社会配慮調査結果に基づき、本協力対象事業による環境影響を評価した結果は、表 2-2-3.14

に示すとおりである。 

表 2-2-3.14 環境社会影響評価表 

分

類 
No. 影響項目 スコーピング時

の影響評価 
調査結果に基

づく影響評価 評価理由 

  工事時 供用時 工事時 供用時  

社

会

環

境 

1 大気汚染 C- C- C- C- 【工事時】 
工事用車両の走行による影響については、作業重機、

発電機等は海上輸送にて運搬を行うことから、影響は小

さいものと考える。 
建設機械の稼働による影響については、工事工程の平

準化により建設機械の集中稼働を避ける等の環境保全

措置を講じる計画であり、建設機械の稼働に伴う大気環

境への影響は小さいものと考える。 
【供用時】 
発電施設の計画に関して、本事業とマスタープラン調

査時点ものを比較すると、以下の観点から、大気汚染濃

度はマスタープラン調査時点で想定した影響よりも小

さいものとなる。 
①発電機容量等を約 3 分の 1 の規模に縮小すること。 
②燃料をＣ重油から軽油に変更すること。 
さらに、本事業では、各設備の定期点検を実施し、常

に正常な運転を行うよう維持管理を徹底する等の環境

保全措置を講じることから、施設の稼働に伴う周辺大気

環境への影響は小さいものと考える。 
また、計画施設が供用した時点より、既存アイメリー

ク発電所施設を非常用のバックアップ電源とする計画

であることから、大気環境は現状より改善するものと考

える。 
2 水質汚濁 C- C- C- C- 【工事時】 

地下掘削に伴う工事現場内からの濁水、土砂流出に伴

う周辺海域水質への影響が懸念されるが、相手国負担の

準備工事により工事範囲内もしくはその周囲に水質汚

濁防止膜及び沈砂池を設置する、建屋の配置を可能な限
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分

類 
No. 影響項目 スコーピング時

の影響評価 
調査結果に基

づく影響評価 評価理由 

  工事時 供用時 工事時 供用時  
り北西側に配置し、南側及び東側の斜面地（樹林地）内

は掘削しない計画とする、マングローブ林との境界沿い

の一部に土砂流出防止柵の設置を検討する等の措置を

講じる計画としており、影響は小さいものと考える。 
【供用時】 
発電施設の冷却水は循環利用するクローズドシステ

ムとする計画である。燃料油、潤滑油及び廃油等の排出

に伴う水質汚濁の影響が懸念されるが、本事業で設置す

る廃油処理装置、油水分離装置（相手国が独自に設置す

る予定）により 2 段階で処理を行うことから、影響は小

さいものと考える。 
3 廃棄物 C- C- C- C- 【工事時】 

既存建屋の一部解体に伴い、コンクリートガラ等の建

設廃棄物が発生するが、これらは事業対象地内で分別し

た後、EQPB もしくは州政府が許可を与えている処理業

者に収集・運搬・リサイクル・処分を委託する計画であ

る。 
また、建設残土については、発生土を可能な限り場内

の埋め戻し土として利用するほか、再利用が困難な建設

発生土は、PUCC 敷地内で再利用する、若しくは許可を

得た処分地に搬出することにより、適正に処理する計画

である。したがって工事中の廃棄物処理に伴う影響は小

さいものと考える。 
【供用時】 
供用時には、スラッジ（残渣油）の処理が懸念される。 
これについては、小型の廃油焼却炉を設置のうえ、発

生する廃油を焼却処分するなど適正に処理する計画と

している。したがって供用時の廃棄物処理に伴う影響は

小さいものと考える。 
4 土壌汚染 D D N/A N/A － 
5 騒音・振動 C- C- C- C- 【工事時】 

工事用車両の走行による影響については、作業重機、

発電機等は海上輸送にて運搬を行うことから、影響は小

さいものと考える。 
建設機械の稼働による影響については、低騒音型及び

低振動型の建設機械を使用する、工事区域の外周に仮囲

い（高さ３ｍ）を設置する等の環境保全措置を講じる計

画であり、建設機械の稼働に伴う騒音振動等の影響は小

さいものと考える。 
【供用時】 
発電施設の稼働に伴う騒音の影響を検討した結果、最

寄りの家屋で 38.7～39.3 dB(A)となり、本計画の基準と

して設定した世界銀行の環境騒音基準値を下回ること

となる。さらに、発電建屋の出入り口にはシャッターを

設けて可能な限り閉止する、設備機器の整備・点検を徹

底するなどの環境保全措置を講じることにより、施設の

稼働に伴う周辺環境への影響は小さいものと考える。 
6 地盤沈下 D D N/A N/A － 
7 悪臭 D D N/A N/A － 
8 底質 D D N/A N/A － 
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分

類 
No. 影響項目 スコーピング時

の影響評価 
調査結果に基

づく影響評価 評価理由 

  工事時 供用時 工事時 供用時  
9 保護区 D D N/A N/A － 

10 生態系 C- D C- N/A 【工事時】 
土砂流出によるマングローブ林等の生態系への影響

が懸念されるが、相手国負担の準備工事に際し工事範囲

内もしくはその周囲に水質汚濁防止膜及び沈砂池を設

置する、建屋の配置を可能な限り北西側に配置し、南側

及び東側の斜面地（樹林地）内は掘削しない計画とする、

マングローブ林との境界沿いの一部に土砂流出防止柵

の設置を検討する等の措置を講じる計画としており、影

響は小さいものと考える。 
11 水象 D D N/A N/A － 
12 地形・地質 D D N/A N/A － 

自

然

環

境 

13 住民移転 D D N/A N/A － 
14 貧困層 D C+ N/A C+ － 
15 少数民族・ 

先住民族 
D D N/A N/A 

－ 

16 地域経済 C+ C+ C+ C+ － 
17 土地利用 D D N/A N/A － 
18 水利用 D D N/A N/A － 
19 既存の社会イ

ンフラや社会

サービス 

D C+ N/A C+ 【工事時】 
工事中の特定期間、既設の埠頭より事業対象地までの

道路区間の移動に一部支障を来たす可能性があるが、こ

れに対し、発電機や建設重機の運搬時に陸送道路の当該

区間を一部閉鎖し、周辺住民の移動に伴う安全を確保す

る、周辺住民等へ工事用車両の運行経路、工事期間等の

お知らせを２週間前までに掲示等により行う等の措置

を講じることから、影響は小さいものと考える。 
20 社会組織 D D N/A N/A － 
21 被害と利益 D D N/A N/A － 

公

害 

22 利害対立 D D N/A N/A － 
23 文化遺産 D D N/A N/A － 
24 景観 D C- N/A D 【供用時】 

計画建屋について、既存建屋や周辺樹林地等の環境に

溶け込む色彩にする、デザインや色彩、仕上げ等に配慮

を行うなどの環境保全のための措置を講じることから、

周辺環境との調和が保たれるものと考える。 
25 ジェンダー D D N/A N/A － 
26 子供の権利 D D N/A N/A － 
27 HIV/AIDS 等

の感染症 
C- D C- N/A 【工事時】 

「パ」国の政策に基づき、工事時に請負業者に対して、

外部から流入する労働者に対する適切な安全衛生教育

の実施を徹底する等の措置を講じることから、外部労働

者流入に伴う感染症拡大の影響は小さいものと考える。 
28 労働環境（労

働 安 全 を 含

む） 

C- D C- N/A 【工事時】 
工事作業員の労働環境への配慮に対し、安全衛生責任

者を設置し、雇い入れ時の安全衛生教育の実施や、定期

的な安全ミーティングを開催する、安全に配慮した工事

計画を立案する、「パ」国の労働関連法を順守する等の

措置を講じることから、工事中の労働環境に対する影響

は小さいものと考える。 
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分

類 
No. 影響項目 スコーピング時

の影響評価 
調査結果に基

づく影響評価 評価理由 

  工事時 供用時 工事時 供用時  
29 事故 C- C- C- C- 【工事時】 

工事中の事故発生のリスク軽減のため、安全管理計画

を策定し、安全衛生責任者を設置する、作業員雇い入れ

時の安全衛生教育を行うほか、定期的な安全ミーティン

グを開催する等の措置を講じることから、工事中の労働

環境に対する影響は小さいものと考える。 
【供用時】 
供用時には発電施設の稼働に伴う事故に対する配慮

が必要である。 
供用中の事故については、2011 年 11 月 5 日(土)にアイ

メリーク既存発電所において火災事故があったことに

伴い、その後、大統領の指示の下、警察、司法省及び PPUC
により原因究明の調査が行われた。 
これを踏まえ、運転維持管理に従事する職員に対し

て、安全教育・訓練を徹底するとともに、安全対策、日

常の定期検査及び緊急時の対応について、マニュアルの

見直しを行っているところである。本プロジェクトにお

いては見直しが行われた安全対策が適用されることか

ら、供用時の安全について事故防止や安全管理が図られ

るものと考える。なお、安全対策については、JICA シニ

アボランティア及び長期専門家等の指導や業者の初期

指導を仰ぎつつ、更なる徹底を図る計画である。 
30 越境の影響及

び気候変動 
D C- N/A C- 【供用時】 

アイメリーク既存発電所を停止し、本事業で新設する

発電所の稼働とした場合はアイメリーク既存発電所の

稼働を継続した場合に比べて CO2 発生量が 9,851 t-CO2

増加する（増加率約 29％）ものの、地球規模で検討した

際には同程度となるものと想定される。さらに温室効果

ガス削減の観点から、適切な断熱性・気密性の確保など

建築的配慮により空調負荷の削減に努める、設備機器

は、エネルギー効率の高い機器の使用に努めるほか、定

期的な整備点検を徹底するといった措置を講じる計画

としていることから本事業は温室効果ガスの影響の低

減に配慮されたものであると考える。 
凡例： 

A±：重大な正又は負の影響が想定される項目 
B±：正又は負の影響が想定される項目 
C±：軽微な正又は負の影響が想定される項目 

D  ：影響が及ぶことが予測されない項目 

2-2-3-1-9 緩和策および緩和策実施のための費用 

環境社会配慮影響評価により負の影響があると判断された環境項目の緩和策を、表 2-2-3.15 の通

りとした。なお、緩和策策定に当たっては、PPUC の技術的及び財務的実行能力を考慮して行った。 

表 2-2-3.15 環境緩和策 

No. 影響項目 区分 想定される 
影響 緩和策 実施機関 

１ 大気汚染 工事中 建設機械の稼働

による影響 

 工事工程の平準化により、建設機械の集中稼働を避け

る。 
 建設機械の稼働に際して、極力アイドリングストップ

を心がける。 

請負業者 
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No. 影響項目 区分 想定される 
影響 緩和策 実施機関 

 建設機械、極力低排出ガス型建設機械の使用に努め

る。 
 粉じんの起こりやすい作業場所については、適宜散水

等を行うことにより、粉じんの飛散を防止するほか、

必要に応じて防塵ネットの設置を検討する。 

供用時 発電施設の稼働

による影響 
 設備の定期点検を実施し、常に正常な運転を行うよう

維持管理を徹底する。 
PPUC 

２ 水質汚濁 

工事中 
土砂流出に伴う

周辺海域水質へ

の影響 

 相手国負担の準備工事に際しては、工事現場内の濁水

流出対策として、工事範囲内もしくはその周囲に水質

汚濁防止膜及び沈砂池を設置する。 
 建屋の配置を可能な限り北西側に配置のうえ南側の

斜面地からの離隔を確保することにより、掘削範囲を

アイメリーク既存発電所の敷地内（すでに基盤が整備

された土地内）とし、南側及び東側の斜面地（樹林地）

内は掘削しない計画とする。 
 事業対象地が海沿いのマングローブ林まで 20～30ｍ

程度と近接していることから、マングローブ林との境

界沿いの一部に土砂流出防止柵の設置を検討する。 
 「パ」国では乾季・雨季が存在するが、雨季の中でも

降雨量が多い 5 月から 9 月までの時期及び予め大雨が

想定される場合には、土工事及び掘削工事を極力避け

ることにより、土砂流出の影響を低減する。 

請負業者 

供用時 排水の処理に伴

う影響 

 冷却水については循環利用するクローズドシステム

とする。 
 燃料油、潤滑油及び廃油等の排出に伴う水質汚濁の影

響が懸念されるが、本事業において設置する廃油処理

装置、既存及び新設の 2 基の油水分離装置（相手国が

独自に設置する予定）により 2 段階で処理を行う。 

PPUC 

３ 廃棄物 

工事中 
建設廃棄物及び

建設残土の処理

に伴う影響 

 建設廃棄物は事業対象地内で分別した後、EQPB もし

くは州政府が許可を与えている処理業者に収集・運

搬・リサイクル・処分を委託し、適正に処理を行う。 
 建設残土については、掘削等に伴う発生土を可能な限

り場内の埋め戻し土として利用し、再利用が困難な建

設発生土については、許可を得た処分地に搬出するこ

とにより、適正処理を行う。 

請負業者 

供用時 
施設から発生す

るスラッジの処

理に伴う影響 

 スラッジ（残渣油）の処理が懸念されるが、これにつ

いては、小型の廃油焼却炉を設置のうえ、発生する廃

油を焼却処分など適正に処理する。 

PPUC 

５ 騒音・振動 

工事中 建設機械の稼働

による影響 

 建設機械は、可能な限り低騒音型及び低振動型の建設

機械を使用する。 
 工事区域の外周に仮囲い（高さ３ｍ）を設置すること

により、周辺への騒音影響の低減を図る。 
 発生騒音及び発生振動が極力少なくなるような施工

方法や手順を十分に検討する。 
 事業対象地内の建設機械の稼働に際して、不要なアイ

ドリングをしないよう徹底する。 

請負業者 

供用時 発電施設の稼働

による影響 

 発電建屋の出入口にシャッターを設けて可能な限り

閉止する。 
 設備機器の整備・点検を徹底する。 

PPUC 

10 生態系 工事中 
土砂流出による

動植物及び生態

系への影響 

 相手国負担の準備工事に際しては、工事現場内の濁水

流出対策として、工事範囲内もしくはその周囲に水質

汚濁防止膜及び沈砂池を設置する。 
 建屋の配置を可能な限り北西側に配置のうえ南側の

斜面地からの離隔を確保することにより、掘削範囲を

アイメリーク既存発電所の敷地内（すでに基盤が整備

された土地内）とし、南側及び東側の斜面地（樹林地）

請負業者 
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No. 影響項目 区分 想定される 
影響 緩和策 実施機関 

内は掘削しない計画とする。 
 既存資料調査及び現地踏査の結果を踏まえ、事業対象

地が海沿いのマングローブ林まで 20～30ｍ程度と近

接していることから、マングローブ林との境界沿いの

一部に土砂流出防止柵の設置を検討する。 
 「パ」国では乾季・雨季が存在するが、雨季の中でも

降雨量が多い 5 月から 9 月までの時期及び予め大雨が

想定される場合には、土工事及び掘削工事を極力避け

ることにより、土砂流出の影響を低減する。 

19 

既存の社
会インフ
ラや社会
サービス 

工事中 工事中の住民の

移動に伴う影響 

 発電機や建設重機の運搬時に陸送道路の当該区間を

一部閉鎖することにより、周辺住民の移動に伴う安全

を確保する。 
 周辺住民等へ工事用車両の運行経路、工事期間等のお

知らせを２週間前までに掲示等により行う。 

請負業者 

24 景観 供用時 発電建屋の存在

による影響 

 対象事業地外周部の既存の樹林を極力保全し、計画建

屋の高さを既存建屋や周辺樹林と同程度の高さにす

る。 
 計画建屋については、既存建屋や周辺樹林地等の環境

に溶け込む色彩にするなど、デザインや色彩、仕上げ

等に配慮を行う。 

PPUC 

27 
HIV/AID
S 等の感
染症 

工事中 
外部労働者の流

入による HIV / 
AIDS の拡大 

 工事時に請負業者に対して、外部から流入する労働者

に対する適切な安全衛生教育の実施を徹底する。 
請負業者、

診療所 

28 
労働環境
（労働安
全を含む） 

工事中 
労働環境への配

慮 
 

 安全衛生教育の責任者を設置し、雇い入れ時に適切な

安全衛生教育を行う。 
 「パ」国労働関連法の順守 

請負業者 

29 事故 

工事中 工事中の事故の

影響 

 安全管理計画を策定したうえで安全衛生責任者を設

置する。 
 作業員雇い入れ時の安全衛生教育を行うほか、定期的

な安全ミーティングを開催する。 
 労働者に対して保護用備品を提供し着用を義務づけ、

安全な労働環境を整える。 
 安全に配慮した工事計画を立案する。 
 建設機械及び工事車両に関する定期点検の実施によ

り事故防止を図る。 

請負業者 

供用時 供用中の事故の

影響 

 運転維持管理に従事する職員に対して安全教育・訓

練を徹底する。 
 安全対策、日常の定期検査及び緊急時の対応につい

て、安全責任者を中心に組織内従業員全体でマニュ

アルの見直しを行う。 
 安全対策については、JICA シニアボランティア及

び長期専門家等の指導や業者の初期指導を仰ぎつ

つ、更なる徹底を図る 

PPUC 

30 

越境の影

響及び気

候変動 
供用時 

供用中の温室効

果ガス発生増加

の影響 

 適切な断熱性・気密性の確による日射遮へいなど建築

的配慮により空調負荷の削減に努める。 
 設備機器は、エネルギー効率の高い機器の使用に努め

るほか、定期的な整備点検を徹底する。 

PPUC 

出所：JICA 調査団 
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2-2-3-1-10 環境管理計画・モニタリング計画 

PUCC の実施能力、財務状況、「パ」国における環境モニタリング用計測機器の整備状況を勘案

して、環境緩和策にもとづき、環境管理計画・モニタリング計画を工事中及び供用時に分けて、そ

れぞれ表 2-2-3.16 び表 2-2-3.17 に示すとおり策定した。 

表 2-2-3.16 環境管理計画・モニタリング計画（工事中） 

No. 影響項目 項目 管理・モニタリング

方法 地点 時期・頻度 責任機関 

1 大気汚染 粉じん飛散状況 目視による確認 事業対象地内及

びその近傍 
工事中・2 回/月  
 

PPUC 
請負業者 

2 水質汚濁 濁水の状況 目視により確認 事業対象地内及

びその近傍 工事中・1 回/週 
PPUC 
請負業者 

3 廃棄物 発生する廃棄物の量 目視による確認 事業対象地内 工事中・1 回/月 請負業者 

5 騒音・振動 周辺住民の意見 住民への個別ヒアリ

ング 
事業対象地内及

びその近傍 工事前・2 回/月 
PPUC 
請負業者 

10 生態系 濁水のマングローブ

林への流入の有無 目視による確認 事業対象地南側

マングローブ林 工事後・1 回/週 請負業者 
請負業者 

19 
既存の社会イ

ンフラや社会

サービス 

陸送道路の閉鎖状況 
周辺住民への周知状

況 
工事進捗月報の確認 事業対象地内及

びその近傍 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

27 HIV/AIDS 等

の感染症 
安全衛生教育実施状

況 工事進捗月報の確認 事業対象地 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

28 労働環境（労働

安全を含む） 
安全衛生教育実施状

況 工事進捗月報の確認 事業対象地 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

29 事故 安全衛生教育実施状

況 工事進捗月報の確認 事業対象地 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

出所：JICA 調査団 

 

表 2-2-3.17 環境管理計画・モニタリング計画（供用時） 

No. 影響項目 項目 管理・モニタリング

方法 地点 時期・頻度 責任機関 

1 大気汚染 排ガス拡散の程度 住民への個別ヒアリ

ング 
事業対象地周辺

1km 以内の民家 
時期：供用半年後 
頻度：1 回 

PPUC 

2 水質汚濁 油流出の有無 マングローブ林水面

の目視による確認 
事業対象地南側

マングローブ林 
時期：供用半年後 
頻度：1 回/週 

PPUC 

3 廃棄物 小型廃油焼却炉の運

転状況 
小型廃油焼却炉の運

転状況を記録 事業対象地内 時期：供用半年後 
頻度：1 回/月 

PPUC 

5 騒音・振動 周辺住民の意見 住民への個別ヒアリ

ング 
事業対象地周辺

1km 以内の民家 
時期：供用半年後 
頻度：1 回 

PPUC 

29 事故 

安全管理マニュアル

に準拠した検査及び

安全ミーティング開

催状況 

安全管理記録の確認 事業対象地 時期：供用半年後 
頻度：2 回/月 

PPUC 

30 越境の影響及

び気候変動 

空調機器の運転維持

管理状況 
設備機器の定期的な

整備点検状況 

機器の整備点検記録

簿の確認 事業対象地 時期：供用半年後 
頻度：1 回/月 

PPUC 

出所：JICA 調査団 
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2-2-3-1-11 ステークホルダー協議 

本調査はカテゴリーB 案件であり、また現在のところ EQPB よりステークホルダー協議開催は求

められていない。しかし、第一次現地調査期間中に、PPUC と調査団は合同で、発電所周辺の住民を

個別に訪問し、計画の内容を説明すると共に、現状に関する苦情の調査を行った。住民の主要な意

見は以下の通り、大気汚染に関する苦情が多く、本プロジェクトによる改善を期待する声が挙げら

れた。 

 騒音は 24 時間継続して発生しているが、長年住んでいるため、特に苦痛には感じない（40
代男性）。 

 臭いについては特に意識したことはないが、騒音対策として、家の改築を行っている最

中である（40 代女性） 
 風向きにより、既存発電施設からの煙が家屋に入ってくるため、家具や家電具、洗濯物

に煤がつくことがある(40 代女性等 複数意見)。 
 また、煙と同様、煙の臭いについて、改善が図られることを望む (40 代女性)。 
 既存の発電所が既に老朽化していることは承知しており、JICA による新規発電所が建設

される場合には、大気汚染や騒音も軽減されると考えられることから、大いに期待して

いる（50 代女性）。 
 自ら望んで発電所付近の土地に居住していることから、ある程度の騒音や大気汚染はや

むを得ないと思っているが、JICA のプロジェクトの実施により、何か一つでも改善を図

ってほしい（40 代夫妻） 

2-2-3-2 用地取得、住民移転 

プロジェクトサイトは、PPUC が所有するアイメリーク発電所の敷地内に位置しており、居住する

住民は存在しない。従って、用地取得並びに住民移転は発生しない。 

なお、過去のプロジェクトサイトを含む土地の所有状況は、以下の通りである。 

 2004 年まで Elilai Clan 及び Telbong Lineage 部族が所有する土地であった。 
 2004 年 9 月 24 日に「パ」国政府が一族に補償金を支払うことにより土地の所有権は「パ」

国政府へと移された（Land Court Document No. 04 2023）。 
 2005 年 9 月 1 日に Land Court Document No. 05 1724 により、土地の権利は「パ」国政府

から PPUC へと無償で委譲された。 
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2-2-3-3 その他 

2-2-3-3-1 モニタリングフォーム案 

モニタリングフォーム（案）を以下に示す。 

 

１．許認可・住民説明 
表 2-2-3.18 モニタリング項目に対する報告期間中の状況 

モニタリング項目 報告期間中の状況 

当局からの指摘事項への対応 モニタリング項目として、PUCCの環境モニタリ

ング能力、機器整備状況、技術的及び経済的側

面を勘案のうえ、環境影響を最小化するための

緩和措置が必要となる項目を提示した。 

 
２．汚染対策、自然環境及び社会環境 

表 2-2-3.19 工事中のモニタリング内容 

影響項目 項目 管理・モニタリング

方法 地点 時期・頻度 責任機関 

大気汚染 粉じん飛散状況 目視による確認 事業対象地内 
及びその近傍 

工事中・2 回/月  
 

PPUC 
請負業者 

水質汚濁 濁水の状況 目視により確認 事業対象地内 
及びその近傍 工事中・1 回/週 

PPUC 
請負業者 

廃棄物 発生する廃棄物の量 目視による確認 事業対象地内 工事中・1 回/月 請負業者 

騒音・振動 周辺住民の意見 住民への個別ヒアリ

ング 
事業対象地内 
及びその近傍 工事前・2 回/月 

PPUC 
請負業者 

生態系 濁水のマングローブ

林への流入の有無 目視による確認 事業対象地南側

マングローブ林 工事後・1 回/週 請負業者 
請負業者 

既存の社会イ

ンフラや社会

サービス 

陸送道路の閉鎖状況 
周辺住民への周知状

況 
工事進捗月報の確認 事業対象地内 

及びその近傍 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

HIV/AIDS 等

の感染症 
安全衛生教育実施状

況 工事進捗月報の確認 事業対象地 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

労働環境（労働

安全を含む） 
安全衛生教育実施状

況 工事進捗月報の確認 事業対象地 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

事故 安全衛生教育実施状

況 工事進捗月報の確認 事業対象地 工事中・1 回/月 
PPUC 
請負業者 

出所：JICA 調査団 
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表 2-2-3.20 供用時のモニタリング内容 

影響項目 項目 
管理・モニタリング

方法 
地点 時期・頻度 責任機関 

大気汚染 排ガス拡散の程度 
住民への個別ヒアリ

ング 

事業対象地周辺

1km以内の民家 

時期：供用半年後 

頻度：1回 
PPUC 

水質汚濁 油流出の有無 
マングローブ林水面

の目視による確認 

事業対象地南側

マングローブ林 
時期：供用半年後 

頻度：1回/週 
PPUC 

廃棄物 
小型廃油焼却炉の運

転状況 

小型廃油焼却炉の運

転状況を記録 
事業対象地内 

時期：供用半年後 

頻度：1回/月 
PPUC 

騒音・振動 周辺住民の意見 
住民への個別ヒアリ

ング 

事業対象地周辺

1km以内の民家 

時期：供用半年後 

頻度：1回 
PPUC 

事故 

安全管理マニュアル

に準拠した検査及び

安全ミーティング開

催状況 

安全管理記録の確認 事業対象地 
時期：供用半年後 

頻度：2回/月 
PPUC 

越境の影響及

び気候変動 

空調機器の運転維持

管理状況 

設備機器の定期的な

整備点検状況 

機器の整備点検記録

簿の確認 
事業対象地 

時期：供用半年後 

頻度：1回/月 
PPUC 

出所：JICA 調査団 
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2-2-3-3-2 環境チェックリスト 
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2-3 その他（グローバルイシュー等） 

電化率が 90％を超えている「パ」国では、日常生活のエネルギーの大半を電気に依存している。

「パ」国で度々発生している大規模な停電は、上水道、下水道施設の運営にも深刻な影響を与えて

おり、人々が健康で衛生的な生活を送る権利、即ち人間の安全保障が脅かされている。 

本プロジェクトの実施により供給予備力が確保されれば、安定した電力供給が可能となり、「パ」

国民の人間の安全保障が実現される。 
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